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は  じ め に

この説明書 は、パ プ リックユースプログラムと して開発 した、 ビルタイプ建築物一貫計

算 プログラム『BST― GF』 について説明 した ものです。

本書 は『 BST― GF』 の概要等 についての説明書です。他 に操作編 ,入力編 ,出 力編

があ りますので合わせて参照 して くだ さい。

注  意

1. 本書内容の一部あるいは全部の無断転載および複写を禁 してお ります。

2.本 書内容 は、予告な く変更す ることがあ りますが、予 め御了承 くだ さい。

3.本 書内容 につ きま しては、万全を期 してお りますが、万が一お気付 きの点 ,不明な

点等が ございま した ら、弊社 まで御問い合わせ ください。

4.運 用に際 しま しては、表現 されている内容の技術的な前提条件を充分御理解 してい

ただいた上で御活用 ください。

5.建 築基準法、同施行令の改正 または、各地域による行政庁の指導等の違 いによ リプ
ログラムの一部 に機能不備等が発生 しま して も、弊社 は一切責任を負 い兼ね ますので

予め御了承下 さい。

6.本 システム使用に際 して生ず る利益、または損失については、弊社 は一切責任を負
い兼ねますので予め御了承 くだ さい。

7. 『 BST― G FJと して提供 され る媒体に収録 されているプログラム等、および本
説明書の著作権 は、全て当社 に帰属 します。

貴殿は、当社か ら許諾を受 けた使用権 に基づ き、 このパ ッケー ジプログラムを指定
装置においてのみ使用で きます。

プログラム企画・開発
Copyright◎  株式会社 エー・エス・ ディー
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I買

1.1 -般 事項

『 BST― GF』 は、パ プ リックユースプログラムと して開発 した鉄骨造 (以 下 「 S

造 Jと します。),鉄 筋 コンク リー ト造 (以 下 「RC造 」 と します。),鉄 骨鉄筋 コン

ク リー ト造 (以 下 「SRC造 」 と します。),お よび混合構造物の一貫処理 プログラム

ライプラ リーです。

(1)プ ログラムの名称

(21 プログラムの作成者

13)プ ログラムの所有者

14)機器構成

6)使 用言語

(6)プ ログラムの用途

『 BST― GF』

株式会社  エー・ エス・ デ ィー

株式会社  エー・ エス・ デ ィー

本 体 NEC PC-9800シ リーズ
エプソン PC-286,386

シリーズ

フロ ッピィデ ィスク lMByte   2台

ハ ー ドデ ィスク   10MByte以 上  1台

漢字 プ リンタ

数値データプロセ ッサ

N88-日 本語 BASIC(86)(MS― DOS版 )

MicrosoFt C,Microsoft Macro Assealbler
Turbo C

S造 ,RC造 ,SRC造 およびそれ らの混合構造の一貫構

造計算

MS― DOS,Microsoft C,Microsoft Macro Assemblerは 米国マイ クロソフ ト社の登録商

標です。

Turbo Cは 米国ボーラ ン ド社の登録商標です。
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2 仕様

『 BST― GF』 のパ ッ

(1)プ ログラムディスク

NO. 1 7~イ

NO. 2 ラオィ

NO. 3 デ ィ

NO.4デ ィ

NO. 5 デ ィ

12)使用説明書

操作編

概要編

入力編

出力編

ケージ仕様を以下 に示 します。

スク

スク

スク

スク

スク

2枚

1枚

1枚

1枚

1枚

1冊

1冊

1冊

1冊

1冊

合計  6 枚

鋼材テープル表 合 計

(31 付録 (デ ータ記入 シー トおよびチェックシー ト)

.3 その他

『 BST― GF』 では、一度入力 したデータを後 日再利用で きるよ うに、入カデータ
を保存す ることがで きますが、そのためには 「保存用データ」が必要です。 このデ ィス
ケ ッ トは、本パ ッケージセ ッ トには含 まれていません。必要 に応 して別途作成 して くだ
さい。作成方法 は、操作編の 「2.初 期 JOB」 を参照 して ください。

また、 OS『 MS― DOS』 および数値データプロセ ッサ も本パ ッケー ジセ ッ トには
含 まれていませんので、別途御購入 くだ さい。

*『 MS― DOS』 型名 PS98-OH― HMW/HSF/HV

型名 PS98-013-HMW/HSF/HV

型名  PS98-015-HMW/1SF/HV

型名 PS98-017-HMW/HSP/HV

型名  PS98-019-HMW/HSF/HV

*数 値データプロセ ッサ

使用本体機種 によ り、対応す る型番が異な ります。本体 に合 った数値データプロセ
ッサを ご購入 くだ さい。

冊

　

式

Ver 3.1

Ver 3.3

Ver 3.3A

Ver 3.3B

Ver 3.3C
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2 概 要

2. 1 プログラムの構成

(1)コ ン トロールプログラム

使用エ リアの選択 ,デ ータの入力,計算実行 または補助機能等、全体の処理流れ
を コン トロールす る部分です。

a.初期 JOBコ ン トロールプログラム

b.メ イ ンJOBコ ン トロールプログラム

c.入力 JOBコ ン トロールプログラム

d.本 体計算実行 JOBコ ン トロールプログラム

e.表示 JOBコ ン トロールプログラム

f.二次部材計算 」OBコ ン トロールプログラム
g.補 助機能 コン トロールプログラム

(2)初期 JOBプ ログラム

『BST― G FJの実行条件等を設定す る部分です。

a.環境 メ ンテナ ンスプログラム

b.デ ータメ ンテナ ンスプログラム

c.任意形状登録 プログラム

(3)デ ータ入カ プログラム

『 BST― G FJの各計算段階で必要なデータを入力す る部分です。

a.準備計算用データ入カプログラム

b.剛 性計算用データ入カ プログラム

c.応力計算用データ入カ プログラム

d.断面計算用データ入カプログラム

14)本体計算実行 プログラム

『BST― GF』 のどの計算をするかを指定す る部分です。

a.準備計算の実行   (P)
b.剛性計算の実行   (K)
c.応力計算の実行   (S)
d.断面計算の実行   (M)
e.評定一貫計算の実行 (0)

(5)計算結果表示プログラム

「 BST― GF』 の どの計算結果を、画面表示またはプ リンタ出力を指定す る部
分です。

a.準備計算結果の表示 または出力   (P)
b.剛性計算結果の表示 または出力   (K)
c.応力計算結果の表示 または出力   (S)
d.断面計算結果の表示 または出力   (M)
e.評定一貫計算結果の表示 または出力 (0)

Ｐ

Ｋ

Ｓ

Ｍ
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16)二次部材計算 プログラム

小ば り,片持ちば りの断面計算を行 う部分です。

a.S造 小ば りの断面計算の実行

b.RC造小ば りの断面計算の実行

c,S造 片持 ちば りの断面計算の実行

d.RC造 片持 ちば りの断面計算の実行

eo SRC造 片持ちば りの断面計算の実行

17)補助機能 プログラム

『BST― GF』 を運用す るうえで必要 なユーテ ィ リテ ィプログラムです。

a.デ ータライ ン数の変更

b.エ コープ リン ト

c.デ ータチ ェック

d.フ レーム図,伏図表示

e.応力図表示

f.変位図表示
g.断 面計算結果表示
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2.2 プログラムの機能

(1)コ ン トロールプログラム

a.初期 」OBプ ログラム

使用実行領域の指定 ,環境 メ ンテナ ンス,デ ータメ ンテナ ンス,任意形状
登録 または、実行終了か ら指示 します。

b.メ イ ンJOBプ ログラム

入力,本体計算実行 ,表示,二次部材計算 ,補助機能,新規 または終了の
中か ら指示 します。

c.入力 」OBプ ログラム

どの計算用データを入力す るかを指示 します。

d.本体計算実行 」OBプ ログラム

どの計算を実行す るかを指示 します。

e.表示 」OBプ ログラム

どの計算結果を表示 またはプ リンタ出力す るかを指示 します。

f。 二次部材計算 JOBプ ログラム

どの二次部材の断面計算を実行す るかを指示 します。

g.補 助機能 プログラム

どの項 目を実行す るかを指示 します。

(2)初 期 JOBプ ログラム

a.環境 メ ンテナ ンスプログラム

環境設定,領域の作成 ,実行領域のク リア,プ ログラムの転送 ,フ ロ ッピ
ーデ ィスクの初期化 ,固定デ ィスクの初期化 または終了か ら選択 します。

b.デ ィスクメ ンテナ ンスプログラム

保存用デ ィスクの作成 ,入カデータの保存,入カデータの読み込みまたは
終了か ら指示 します。

c.任意形状登録 プログラム

鋼材形状登録 ,継手形状登録 ,仕 口形状登録 ,積載荷重登録 または終了か
ら指示 します。

(31 データ入カプログラム

入力方法は、必要 とす る項 目のみ入力 します。

a.準備計算用データ入カプログラム (P)
建物形状 ,部材形状および荷重等を入力 します。

b.剛 性計算用データ入カプログラム (K)
部材剛性の計算方法 ,水平力の分担方法,二次設計条件等を入力 します。

c.応力計算用データ入カプログラム (S)
応力計算方法,追加荷重等を入力 します。

d.断面計算用データ入カプログラム (M)
断面汁算条件および範囲等を入力 します。
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14)本体計算実行プログラム

必要な計算実行を指定 します。

a.準備計算プログラム (P)
① 建物形状、都材形状および部材配置のまとめ

② はり、柱、耐力壁の剛性計算

③ 荷重 (C Mo O、 柱軸力、建物重量、地震等)の 計算

④ 木造建築物等の判定 (ル ー ト表 (1))

b.剛 性計算プログラム (K)
① はり、柱、耐力壁の剛性計算
② 水平分担率の算出

③ ね じり補正、各フレーム負担せん断力の計算

④ 層間変形角、剛性率、偏心率の計算

⑤ 構造計算ルー トの決定 (ル ー ト表 (2))

c.応力計算プログラム (S)
① 荷重ケース別の応力計算

d.断面計算プログラム (M)
① 大ばり、柱、プレース、耐力壁の断面計算

② S造部材の断面性能は、幅厚比の考慮が可能

③ 断面計算位置は、柱は柱頭と柱脚、はりは端部と中央および S造 では

継手位置、RC造ではハ ンチ始点位置、 SRC造 では継手位置またはハ

ンチ始点位置

④ 設計応力は、フレームおよび階別に割増 しが可能、また地震時モーメ

ントでフェースモーメント,剛域端モーメントの採用がはり,柱別に可

能 (S造では剛城端モーメントは無 )

⑤ RC, SRC造 部材の設計せん断力を求める際、各種の割増 し率の設

定が可能

⑥ 鉄骨はり部材は、仕口形状および継手形状による欠損を考慮

15)計算結果表示プログラム

計算結果を、画面に表示またはプリンタに出力する。
プリンタに出力する際は、都数および印刷位置の指定が可能

16)二次部材計算プログラム

準備計算結果をもとに、断面計算する二次部材を指定 します。

ao S造 小ばり断面計算プログラム

断面計算をする小ばりを指定 します。

b.RC造 小ばり断面計算プログラム

断面計算をする小ばりを指定 します。

c.S造 片持ちばりの断面計算の実行
断面計算をする片持ちばりを指定 します。

d.RC造 片持ちばりの断面計算の実行
断面計算をする片持ちばりを指定 します。

e.SRC造 片持ちばりの断面計算の実行
断面計算をする片持ちばりを指定 します。
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(7)補助機能 プログラム

a.入 カデータライ ン数の変更

入カデータの容量 によるエ リアの変更 します。

b.ェ コープ リンタ

各入カデータのプ リンタヘの出力 します。

c.デ ータチェ ック

各入カデータをチ ェック し、エラーが有 る場合 は、プ リンタに出力 します。

d.フ レーム図,伏図表示

準備計算用データを もとに、画面 にフ レーム図,伏図を表示 します。

e.応力図表示

応力計算結果を もとに、画面 に応力図を表示 します。

f.変位図表示

応力計算結果を もとに、画面に変位図を表示 します。

g.断 面計算結果図

は り,柱の断面計算結果をプ リンタに出力 します。
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2.3 処理の流れ

構造計算作成のための最終的な計算処理 は一貫計算 (準 備計算か ら断面計算 )を 原則

と します。

試設計の段階では、実行での指示によ

ただ し、指示 した実行の計算に必要な

ことが必要条件 とな ります。

り P,K,S,Mの 個別処理を行 うことが可能です。
データの入力、および計算処理が終了 している

START

データメンテナ

鋼材形状登録

継手形状登録

仕口形状登録

積餞荷重登録

保存用ディスクの作成

入カデータの保存

入カデータ読み込み

環境設定

実行領崚作成

実行傾域のクリア

プログラムの転送

フロッピーディスクの初期化

固定ディスクの初期化

メインJOB

:準備計算用データ入力

:剛性針算用データ入力

:応力EII用 データ入力

:断面計算用データ入力

C:チ ェックの実行 S造4ヽまりの断面計算

RC造 4ヽ

`り

の断面計算

S遺片持ちばりの断面計算

RC造片持ちばりの断面計算

SRC造片持ちばりの断面計算

データライン数の変更
エコープ リント

入カデータチェック

フレーム図.伏図表示

応力図

変位図

耐 驚 畑

図 2.1 処理流れ
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4 構造計算 フローとシステムの対応

本 プログラムは、図 2.2 に示す太枠の範囲を計算対象 と しています。

法第20条

令第83条～令第88条

告示第1793号

(令第39条の2 告示第H01号 )

〈令第39条   告示第 109号 )

令第89条～令第94条

告示第1704号～1796号

不要

一次設計

令第82条

3

告示第1791号

図 2.2 構造計算 フロー

jurtxur:,uoat;ttr i

層間変形角の確認  層間変形角≦1/200(1/120)

O鉄骨造について

臓 ≦ 3

高さ≦1■

軒の高さ≦ 9o

スバ ン長さ≦

“延べ面積≦ 500ば

地震力の割贈 しおよび筋かい接合部の

補強

O鉄筋 コンクリー ト遺および鉄骨鉄筋 コン

タリー ト造について

高さ≦20o

壁量,津■の確保

剛性率.●心率の確認

剛性率≧6/10

偏,こ率 ≧15/100

0鉄骨造について

筋かいを含む鮨の応力の割贈 し、筋かい

接合部の補強および局部饉屁等の防止

○鉄筋 コンクリー ト造および鉄骨鉄筋 コン

クリー ト遺について

EE.柱 量の確保、あるしヽ ま柱・ はりの

せん断破壊の防止

ダ
条の2¬ 二

含繁級 の2→ 第舵条の4

令第82条の 2

令第82条の 3

Ю       :

1 保有水平耐力の確認 |

:  Qu≧Qun      i
:  Oun,DslFes,Oud  i
三            |
`__.___… __‐ ‐

「
‐‐‐‐‐・‐・‐‐・′

i ルー ト 3 1
_ヽ__¨ 、.… ……

・

令第95条～第99条

告示第1794号

f~~¨ ~̈¨‐1   1795号
: 材料強度 i   1799号
卜̈ ……………‐

|
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2.5 構造計算書 の構成 とシステム出力の対応

構造計算書の標準的な構成 とシステム出力の対応を表 2.1に 示 します。表中の出力の

欄 に○印がついてい る項 目は本 プログラムで扱 う項 目です。また、手書の欄 に○印がつ

いている項 目は、手計算 または他のプログラムによるもので本 プログラムでは扱 いませ

スノ0

計 算 項 目 計  算  内 容 手  書 出  力

一般事項 ・ 工事名称 ,設 計者名
・建築用途 ,構造種別

○

建物概要 使用材料等

伏図 ,軸 組図等

仕上 げ,積載荷重等

○

設計方針 建物のモデル化

壁の取 り扱 い等

○

補足計算 (1) ・入カデータのための補足計算 ○

チ ェック リス ト 。評定プログラムとしての添付書類 ○ ○

準備計算 入カデータ jL:r-au>l ○

入カデータの

まとめ

・ 基本条件
・ 使用材料等
・ 各部材の形状 と配置
。特殊荷重 と配置等

剛性計算 ・各部材の剛性計算 (参 考値 )

荷重項 の計算 C,Mo,Qの 計算

節点重量 ,地震力の計算

ルー ト表 (1) ・ 木造建築物等の判別

剛性計算 入カデータ ・ エ コープ リン ト ○

入カデータの

まとめ
剛性計算条件

支点拘束状態

剛性計算 ・ 各部材の剛性計算 (代 表 フ レーム

のみ )

D値 の算出 水平分担率 (D値 )の 計算
ね じり補正

各 フレーム負担せん断力の計算

ルー ト表 12) ・ 層間変形角 ,剛 性率 ,偏 心率

(続 く)
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応力計算 入カデータ ・ エ コープ リン ト ○

入カデータの

まとめ

応力計算す る荷重ケース

追加荷重

応力計算 応力表 ,応 力図

節点変位 ,支 点反力表

断面計算 入カデータ ・ エ コープ リン ト ○

入カデータの

まとめ
断面計算

断面計算 。大ば り,柱 ,鉄骨 ブ レース,耐力

壁の断面計算

メ ッセージー覧表 ・ 警告 メッセー ジー覧表 ○

補足計算 12)
。本 プログラムによる計算 に対 し、

必要な らば補足計算をす る。

○

二次部材の断面計算 スラブ,小ばり,片持ちばり,基
礎等の断面計算

○ ○

保有水平耐力の計算 。必要であれば保有水平耐力を計算
する

○

総合所見 。計算結果の考察、建物の耐震性等
の安全性に関す る所見を総合的 に

のべ る

○

表 2.1 構造計算書の構成 とシステム出力の対応表

注意  ルー ト表 は、 S造 とその他の構造を混合 した建物の場合出力 され ません。

準備計算 においてのルー ト表(1)と 剛性計算 においてのルー ト表 9)が 出力され ます

が、木造建築物等 に該当す る建物 については、ルー ト表 12)は 必要あ りません。
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3 適 用 範 囲

『 BST― G FJが対象 とす る建物、および使用上の制限を以下 にのべます。ただ し、

以下 にのぺ る適用範囲外で も、適切なモデル化や追加荷重等 によ り考慮 で きる場合があ り

ます。

3.1 建物構造および形態

(1) 剛床仮定の成立す る、 S造 ,RC造 ,SRC造 ,ま たはこれ らを組み合わせた
建物 (同 一階での組み合わせ も可能 )を 取 り扱 います。

(2) 柱 は鉛直 とします。ただ し、図 3.1の 様 な建物 も取 り扱え ます。

(可 ) (不  可 )

図 3.1 斜柱の例

13) はりは水平 と し、同一層のは りは同一水平面 と します。ただ し、図 3.2の 様 な

建物 も取 り扱え ます。
ただ し、は りの傾斜 については、剛床仮定が成 り立つ範囲 と します。

(可 ) (不  可 )

図 3.2 傾斜ば りの例
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14) 建物の平面形は、X,Y方向フレーム共相互に平行であり、かつX方 向とY方
向は直行 します。ただ し、図 3.3の ような、傾斜軸 は取 り扱え ます。

(傾 斜角度 は、15度 以内 とします。 )

(可 ) (不  可 )

(可 ) (不  可 )

図 3.3 斜め軸の例

図 3.4に 示す様 な三角形 スラプを含む床形状 は取 り扱え ません。

図 3.4 三角形 スラプを含む床形状

(61  床面 は、各階 ごとに同一水平面上 にあるもの とします。また、剛床仮定 と し、

同一層では同一変位す るものと します。

-14-
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17) はり抜けまたは傾斜床は、剛床仮定が成り立つ範囲で可能です。

①と②は同一水平変位
とみなします。

図 3.5 は り抜 け例

18) 平面 フ レーム解析の場合の柱抜けは、柱抜 け箇所 において、 は りが格子ば りを

形成 しない範囲で可能です。ただ し、適切な支点拘束条件を設定す ることによ り

考慮で きます。

立体 フ レーム解析の場合 は、は りが格子ば りを形勢 していて も、可能です。

(可 ) (不  可 )

図 3.6 柱抜け例

19) 仮定層 (中 間階等)の 設定が可能です。ただ し、下記項目を満足するものとし

ます。

・ 仮定層と指定 した層の上下階の構造形態は同一構造形態とします。

力壁 一
¨̈
一一一一̈
一一

―仮定層

図 3.7 仮定層の例
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・ 仮定層の床面積が、建築面積に対 しての割合が小 さい。 (約 1/8以 下 )

。仮定層の上下剛性の差が小 さい。

―仮定層

①と② との剛性の差が小さい

③と④ との剛性の差が小さい

仮定層の例図 3.8

⑩

　

ｍ

02

・ 仮定層の床荷重が一般層 と比べて大差がない。

べた基礎が取 り扱えます。また、地下 も取 り扱えます。

柱 ,は りの断面 は長方形 と し、その中心線 と軸心 (ス パ ン長 さによ って構成 さ
れ る軸の中心 )は 一致す るもの と します。

腰壁 ,た れ壁およびそで壁 は、それぞれは りや柱の一部 と して取 り扱 います (

剛性の割増 し,剛域等で考慮 )。 壁 による荷重 ,「1:性 、および剛域の計算 は、壁
と して入力す るによ り自動的に考慮で きます。また、 フ レーム面外の雑壁 は、剛
性率 ,偏心率 に影響を考慮す ることがで きます。

平面 フ レーム解析では、剛性計算、応力計算 において直行 フ レームの影響 は考
慮 しません。ただ し、適切なモデル化や追加計算 によ り影響を考慮す ることがで

きます。

立体 フ レーム解析では、剛性計算、応力計算 において直行 フ レームの影響 は考
慮で きます。

スラプは、一次小ば り,二次小ば り各 5本 まで配置で きます。ただ し、小ば り
間隔が均等の場合 は、三次小ば り各 9本 まで配置で きます。

一次 スラブ

二次 スラブ

―
 ‐一次 /1ヽ ばり

…̈… 二次 /1ヽ ばり

図 3.9 床構造

141
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0,  スラブ形状 (ス ラブ厚 ,積載荷重 ,荷 重伝達方向,吹 き抜 け等 )は 、二次 スラ

ブ単位で指定で きます。

小ば り上の雑壁等 は、特殊荷重 として荷重計算で きます。

CI  片持ちば り、片持 ちスラプが考慮で きます。また、片持ちスラプは、スバ ンの

中間のみで も考慮で きます。

lη   パ ラベ ッ ト形状は、等厚 ,等高,等荷重 として、は りの上 に配置で きます。

C,  高架水槽等 は、追加荷重および特殊荷重 によ り考慮で きます。

09  コンク リー トは、各階 ごとに材料種別,強度が変更で きます。

鉄筋 は各 は りおよび柱単位 に材種,径が変更で きます。

鉄骨 はフランジ,ウ ェプ単位で各は りおよび柱毎 に材種が変更で き、は りにお

いては端部 と中央部で変更で きます。

囲   全節点 につ き、上下,水平 ,回 転の拘束状態の設定が可能です。 また、鉛直荷
重時 (長 期 ,積雪荷重時 )と 水平荷重時 (地震 ,風荷重時)と 別 々の条件設定が

可能です。 (弾 性パネの設定 も可能 )
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3.2 建物規模

スパ ン数 は、 X,Y方 向共、最大 30ス パ ンまで、階数 は最大 20階 まで と します。

ただ し、スパ ン数 と階数の組み合わせによ り制限があ ります。制限を下式 に示 します。

(X+1)拿 (Y+1)拿 (Z+1)≦ 2000

X:X方 向スバ ン数
Y:Y方 向スパ ン数
Z:全 階数
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3.3 使用部材数の制限

rBsT― GF』 では、各入力項 目ごとに入カデータ数 (入 カデータライ ン数 )を 設

定 し、それによつて入カデータ用エ リアを振 り分けます。よ って各部材 は、その入カ ラ

イ ン数 まで使用す るがで きますが、それぞれ最高 99部材 と します。

形状番号 は構造種別 によ り制限があ ります。

部 材 形状番号

S造 の小ば り,大ば り,片 持ちば り,柱 1 -  99

RC造 の小ば り,大ば り,片 持 ちば り,柱

SRC造 の小ば り,大ば り,片持 ちば り,柱

スラブ (基 本 ) 1 -  99

スラブ (一 次 まで )

スラブ (二 次 まで ) 201 - 299

スラブ (そ の他 ) 301 - 399

RC造 以外の壁 1～ 99

RC造 の壁 101 - 199

ブ レース 1 ～  99

パ ラベ ッ ト 1 ～  99

表 3.1 各部材の形状番号
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3.4 部材形状

(1) RC造 ,SRC造 の RC部 分の部材形状を下記 に示 します。

柱         :長 方形断面 と し、柱頭か ら柱脚 まで同一断面 と します。

大ば り      :長 方形断面 と し、水平,鉛直ハ ンチが可能 です。

片持 ちば り    :長 方形断面 と し、鉛直ハ ンチが可能です。

小ば り      :長 方形断面 と します。

壁         :等 厚 と し、開 口部 は 5個 まで扱えます。 また、 ス リッ トも
可能です。

スラブ      :二 次 スラブにおいて等厚 と します。
パ ラペ ッ ト    :等 厚 と します。

(21  SRC造 の鉄骨部分の部材形状を下記に示 します。

柱         :H形 鋼 または BH形 鋼 と し、 I型 、十字型および T型断面
と します。

大ば り      :H形 鋼 ,BH形 鋼 またはラチス形が使用で きます。

13) S造 の部材形状を下記 に示 します。

柱         :H形 鋼 ,H形 鋼箱型組立断面 ,角 形鋼管 ,鋼 管 または リッ
プみぞ形鋼の腹合わせ とし、柱脚か ら柱頭 まで同一断面 と
します。

大ば り      :H形 鋼 ,BH形 鋼 ,ラ チス形 または リップみぞ形鋼の背合
わせが使用で き、断面計算 において端部 と中央での変更が

可能です。またハ ンチと して端部のせいおよび幅の変更が

可能です。

片持 ちば り    :H形 鋼 , BH形 鋼が使用で きます。
小ば り      :H形 鋼 ,BH形 鋼 または リップみぞ形鋼の背合わせが使用

で きます。
ブ レース     :X形 ,/形 ,＼形,X形 引張 ブ レースが使用で きます。

14) 鉄骨部 は、 「鋼材テープル表」のテープル番号 または、鋼材形状で入力 したテ
ープル番号で入力 します。

15) 柱 ,は りにおいて、端部の接合状態 として、剛,ビ ンまたは半剛 (パ ネ)接合
の指定がそれぞれの部材で可能です。
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3.5 使用材料

(1) コンク リー ト

a. コンク リー トは、普通 コンク リー トおよび 1種 か ら 4種 までの軽量 コンク
リー トの 5種 類を扱 います。

b. 設計基準強度 (Fc)の 下限値 は、 4種 軽量 コンク リー トが 120 kg/耐 、そ
の他 は 135 kg/甜  です。

12) 鉄筋

0.鉄 筋 は、 SR235,SD235,SD295,SD345,SD390の 5種 類を扱 います。
b.使 用可能 な鉄筋径を表 3.2 に示 します。

種 類 公称径 (mm)

9,12,13,16,19,22,25,28,32

SD235
SD295
SD345
SD390

10,13,16,19,22,25,29,32,35

表 3.2 鉄筋径

0) 鉄骨

a.鉄 骨 は SS400級 ,SM490級 の 2種 類を扱います。
b.鋼 材の厚 さは 40mm以 下 とします。

(4)     Jド ル ト

a. ボル トは高カ ボル トと し、 F10Tを 扱います。
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3.6 荷重

(1) 長期荷重 と して、固定荷重,積載荷重 ,積雪荷重を扱います。

(2) 短期荷重 と して、積雪荷重,風荷重 ,地震力を扱 います。
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3.7 応力計算

(1) 曲げ・ せん断変形および剛域を考慮 した変形法 にて解析 します。

(2) 長期荷重時、積雪荷重時、風荷重時については、剛域 は考慮 しません。

13) 支点 は、 どの節点 に もX方 向,Y方 向それぞれ違 った支点が設定で きます。ま
た、鉛直荷重時 (長 期 ,積雪荷重時 )と 水平荷重時 (風 ,地震荷重時 )そ れぞれ

違 った支点の設定がで きます。

水平,鉛直,回転方向それぞれに弾性パネ も考慮で きます。

(4) 耐力壁 は、 プ レース置換 とします。

15) 鉄骨造のは り,柱の剛域 は考慮 しません。
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3.8 断面計算    
・

(1) 断面計算を行 う部材 は、大ば り,柱 ,耐力壁およびブ レースと し、指定 した部

材のみ行 います。

(2) S造 大ば り,柱 の断面計算 は、応力計算か ら求 まった応力 (存 在応力)に 対 し
て、指定 されている鋼材で安全か どうかの検定計算を行 います。

(2) RC造 の大ば り,柱の断面計算 は、応力計算か ら求 まった応力 (存 在応力 )に
て計算 し、鉄筋の断面積および必要本数を求める算定計算 と、指定 されている鉄
筋本数で安全か どうかの検定計算が行えます。

片持ちスラブ等か らくる、ね じリモーメ ン トについての検討 は行いません。

13) SRC造 の大ば り,柱 の断面計算 は、鉄骨指定計算,鉄筋指定計算 または、検
定計算の選択がで きます。

大ば り,柱共単純累加強度式 にて計算 します。

片持 ちスラブ等か らくる、ね じリモーメ ン トについての検討 は行 いません。

14) RC造 ,SRC造 の計算ルー トは、ルニ ト1,ルー ト2の 1,2,3ま たはルー ト
3の 5種 類、 S造 の計算 ルー トは、ルー ト1,ル ー ト2ま たはルー ト3の 3種 類
を扱 います。

計算 ルー トは、 X,Y方 向それぞれ違 ったルー トが採用で き、壁量等 によ り内
部で 自動的に決定す ることも、入力による直接指定す ることもで きます。

15) 断面計算応力は、応力計算で求 まった応力に入力 した倍率を掛 けて割 り増す こ

とがで きます。
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3.9 壁 の取 り扱 い

本 プログラムでの壁の取 り扱 いを表 3.3に 示 します。

目
荷 重 岡1域

*8
壁 量

応力計算上の剛性評価 変形角

剛性率

偏′ι率は  り 柱 壁

面

内

の

壁

耐 力 壁 ○ ○ ○*1 ○*1

腰 壁

たれ壁

スリットなし ○ ○ ○ ○*2

スリットあり ○ × ○*3 ○*3

剛性無視 ○ × ×

そで壁

スリットなし ○ ○ ○ ○*2

スリットあり ○ × × ○*3 ○*3

剛性無視 ○ × ○ × ○*4

壁  柱 ○ × ○ × × × ○*4

壁厚 10cm以下の壁 ○ × ×*6 × × × ○*6

面外壁 雑  壁 ○*7 × ○ × × × ○*5

＊

＊

＊

＊

＊

＊

＊

＊

表 3.3 壁の取 り扱い

ブ レース置換 して考慮 します。

大ば り 。柱の剛性 ,剛域 と して考慮 します。

大ば り 。柱の剛性を増大 して考慮 します。

壁面積 と面 内雑壁の剛性倍率 によ り求 まる水平剛性 にて考慮 します。
壁面積 と面外雑壁の剛性倍率 によ り求 まる水平剛性 にて考慮 します。
面 内の雑壁 と して壁量を直接入力す ることによ り考慮で きます。
特殊荷重 と して入力す ることによ り考慮で きます。

面内,面外壁共、 自動計算 または入力値 にて計算 します。
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4_ 酬 ―』庫 力「 ,去

『 BST― G FJの 計算方法の うち特記すべ き項 目を説明 します。

4.1 準拠す る規準等

計算方法 は、建築構造 に関す る法令に基づ くほか、下記の規準 によっています。

日本建築セ ンター :構造計算指針 。同解説 1988(以 下 「指針」 と呼びます。 )

日本建築学会   :鋼 構造設計規準 1973(以 下 「S規準」 と呼びます。 )

日本建築学会   :鉄 筋 コンク リー ト構造計算規準 。同解説 1988(以 下 「RC
規準」 と呼びます。 )

日本建築学会   :鉄 骨鉄筋 コンク リー ト構造計算規準 。同解説 1987(以 下 「

SRC規 準」 と呼びます。 )

日本建築学会   :鋼 構造塑性設計指針  1975(以下 「S塑 性」 と呼びます。 )
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2 自重の計算

荷重項、柱軸力および地震力用重量を求めるための 自重の計算方法を以下 にのべます。

(1)RC造 ,SRC造

a.床 スラブ

単位重量 は、入力 したスラブ厚による重量 と仕上げ重量を加算 した重量 (

固定荷重 )に 、積載荷重、積雪荷重を加算 した値 と します。
スラブ自重 は、大ば り心か ら大ば り心 まで と し、小ば りがある時は小ば り心

まで と します。

b./jヽ ば り

単位重量 は、入力 した断面か ら左右 に取 り付 くスラプの平均厚を引いた断面
の重量 に仕上げ重量 を加算 した値 とします。

図 4.1 は り仕上げ

c.大 ば り

単位重量 は、入力 した断面か ら左右 に取 り付 くスラプの平均厚を引いた断面
の重量 に仕上 げ重量を加算 した値 とします。

d.片 持ちば り

単位重量 は、入力 した断面か ら平均のは りせいを求め、左右 に取 り付 くスラ
プの平均厚を引いた断面の重量 に、仕上げ重量を加算 した値 と します。

e.柱
単位重量は、入力 した断面の重量に仕上げ重量を加算 した値 とします。

図 4.2 柱仕上げ重量

f.壁
単位重量は、入力 した断面の重量に仕上げ重量を加算 した値 と します。
開 口がある時 は、開 口部重量 (入 力値 )を 考慮 します。

g.パ ラペ ッ ト

単位重量 は、入力 した断面の重量に仕上 げ重量を加算 した値 と します。
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0)S造

a.は り

単位重量 は、入力 した部材の寸法よ り求めた重量 に、仕上 げ重量を加算 した

値 と します。

b.柱
単位重量 は、入力 した部材の寸法 よ り求めた重量 に、仕上 げ重量を加算 した

値 と します。

c. 壁

単位重量 は、入力値 によ ります。

開 口がある時は、開 口部重量 (入 力値 )を 考慮 します。

d.パ ラペ ッ ト

単位重量 は、入力値 によ ります。
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3 荷重項の計算

(1)床荷重 による荷重項の計算

床荷重 による荷重項の計算では、床 スラブ,小ば り自重,大 ば り自重に分 けて計

算 し、合計 します。

a.床 スラブ

荷重伝達方法 は、 1方 向または 2方 向の 2種 類か ら選択で きます。

2方 向版の場合、荷重 を割 り振 る方法は図 4.3の 様 に 2等分線を用います。

大ば りに小ば りが付 いている場合、または小ば りに二次小ば りが付 いている

場合には、二次小ば りまたは、小ば りの Qが集中荷重 と して作用 しているもの

と して計算 します。

(1方向版 ) (2方 向版 )

図 4.3 床荷重の伝達方法

b.片持 ちスラブ

荷重伝達方法は、 1方 向または 2方 向版の 2種 類か ら選択で きます。

片持 ちば り,小ば りが付 いている場合は、は りか らの片持 ちば りまたは小ば

りの Qが集中荷重 と して大ば りまたは片持 ちば りに作用 しているもの と して計

算 します。

図 4.4に 片持 ちスラプの形状別 に伝達方法を示 します。

・ TYP l  BN0 1

(1, 2方 向版 )

TYP 1  3N0 2

(1方 向版 )
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・ TYP l  BN0 3

(1方向版 )

・ TYP 1  3N0 4

(1方向版 )

・ TYP 2  3N0 2, TYP 3  BN0 2

(1方 向版 )

(2方 向版 )

(2方 向版 )
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・ TYP 2  BN0 3, TYP 3  3N0 3

(1方向版 )

TYP 2  BN0 4, TYP 3  3N0 4

(1方 向版 )

・ TYP 4  3N0 1

(2方 向版 )

(2方 向版 )

(1, 2方 向版 )
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・ TYP 4  BN0 2

(1方向版 )

。 TYP 4  BN0 3, TYP 4  BN0 4

(1方 向版 )

。 TYP 5  BN0 1

7
(1, 2方 向版 )

・ TYP 5  BN0 2

(2方向版 )

(2方向版 )

(2方向版 )

再羽
(1方 向版 )
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・ TYP 5  BN0 3

瑠羽
(1方 向版 )

。TYP 6  BN0 1

(1方 向版 )

(2方 向版 )

(2方 向版 )

片持 ちスラブ伝達方法図 4.4

c./1ヽ ば り

自重 による計算 は、小ば りの長 さを取 りつ く大ば り,小ば りの心間 と し、単

位重量を等分布荷重 として計算 します。

d.大 ば り

自重 による計算 は、大ば りの長 さを軸心か ら軸心 まで と し、単位重量を等分

布荷重 と して計算 します。

RC造 ,SRC造 の場合のハ ンチは、は り CMoOは 無視 し柱軸力に直接加算

されます。

e.片持 ちば り

自重 による計算 は、片持ちば りの長 さは入力値 と し、単位重量を分布荷重 (

RC造 ,SRC造 の場合のハ ンチ考慮 )と して計算 します。
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壁荷重 による荷重項の計算

壁形状 は、 RC造 壁 とその他の壁の 2種 類 に区分 して使用 します。

a.RC造 壁

壁の荷重伝達方法 は、上下に伝達 します。ただ し、処理方法 は下記に示す表

4.1よ り選択 します。

処  理 は りの荷重項 柱軸方向力 地震時重量

1 計算 しなし 加算 しない 加算す る

計算 しない 加算す る 加算す る

計算す る 加算す る 加算す る

表 4.l RC造 壁荷重処理方法

壁高 さは、は りの内法高 さ (重 量計算用階高よ

さ)と し、長 さは柱の内法長 さと します。なお、
ハ ンチ無 しとして計算 します。

り上層のは りせ いを引いた高
は りにハ ンチがあ る場合 は、

重量計

用階高

b。 その他の

荷重伝達

なお、壁
します。

地震およ

ケースはそ

ケース 1

ケース 2

ケース 3

図 4.5 RC造 壁

壁

方法 は、 1方 向版 と し、下記 に示す 3ケ ースか ら選択で きます。
の高 さは入力 した重量計算用階高 と し、長 さは軸心か ら軸心 まで と

び風荷重の伝達 は、ケース 1の 場合はケース 2の 処理 とな り、他の
の処理 とな ります。

:直下のは りが全て負担す る。
:階高の中央で割 り振 り上下のは りが負担す る。
:ス パ ンの中央で割 り振 り左右の柱が負担す る。

c.パ ラペ ッ ト

自重 による計算 は、長 さを軸心か ら軸心 まで とし、単位重量を等分布荷重 と
して計算 します。
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6)積 雪荷重による荷重項の計算

積雪荷重はnf当 たりを二次スラブ単位で入力を し、各荷重時のαにより下記の様
に処理されます。また、伝達方法は「(1)床 荷重による荷重項の計算」の計算に準 じ

ます。

例 多雪地域  その他
長期荷重時の積雪低減率      0.7    0
短期積雪時の積雪低減率       1.0    1.o
短期風圧時の積雪低減率      0.35    0
短期地震時の積雪低減率      0.35    0

荷 重 応力の組合せ

長 期 G+α l× S

短 期

積雪時 G+α 2× S

風圧時

G+W

G tt W+α 3× S

地震時 G+K+α 4× S

G:固 定荷重および積載荷重 による応力
S:積雪荷重 による応力
W:風 荷重による応力
K:地 震荷重 による応力

表 4.2 応力の組み合わせ

α l

α 2

α 3

α 4
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14)風荷重による荷董項の計算

風荷重はnf当 たりの各層,階の速度圧を階高により計算または入力 し、風力係数
を床面および壁面に配置 します。

速度圧の低減を指定する事 も可能です。

q:速度圧
h:地 盤面か らの高 さ

に振 :雰 みよ写F荷
重の伝達方法 は、各層の水平力に加算 しD値 によ り各 フ レーム

風荷重 による応力は、図 4.6に 示す 2ケ ースについて考慮 します。

q : 60\a-

q: 120 '\6

風 →

|

(h<16m)

(h≧ 16m)

左方向

図 4.6 風荷重方向

「
~~~~|~~~]

「
~~~~|~~~]

一
―

一
―

―  ф風

|

右方向
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4.4 は り=柱等価節点荷重

等価節点荷重 は両端の接合状態を考慮 して求めます。

例 :集 中荷重がかか った場合

(1)両端剛の場合

IP          Pネ aネ b2

l         J   MI=一 一―
L2

Pホ btt a 2

MJ=―一一―

L2

Pネ b2拿 (3ネ a tt b)

L3

P tt a 2‡ (3+3ネ b)

QJ=

12)一端 剛 ,他端 ピンの場合

IP
I-OJ  MI=

Pネ a tt b*(2ホ b+3)

QI= P― QJ

‖  ‖

‖  ぃい=

QI=

P*a2*(2ネ a+3拿 b)

2拿 L3

(3)両端 ピンの場合

lP b

J   QI=一 一 P

L

b

QI=― P

L

ulヤ |い

なお、上記のいずれの場合 において も、 Ooに ついては両端 ピンと した時の値 と し、
Moに ついては両端 ビンと した時の中央モーメ ン トとします。

1部材 に複数 タイプの荷重がかか った場合はそれぞれの合計値 と します。
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5 節点重量

(1)節点重量  (1)

節点重量 は DL(固定荷重 )と LL(積載荷重 ラーメ ン用 )と TE(地 震荷重 )と TS(

積雪荷重 )と TW(風 吹上荷重 )に 分けて計算 します。

a.床 スラブ、小ば り、片持 ちば り

床 スラブ、小ば り、片持ちば りによる軸力 は荷重項で計算 した Qの値を使用

します。

b.大 ば り

大ば り自重 による軸力は、荷重項で計算 した Qの値 を使用 します。
ハ ンチがあ る場合 は、ハ ンチの重量 も加算 します。

c.壁
壁 自重 による軸力は、荷重項で計算 した Qの 値を使用 します。

d.パ ラベ ッ ト
パ ラペ ッ ト自重 による軸力は、荷重項で計算 した Qの 値を使用 します。

d.柱
柱 自重 による軸力は図 4.7の 様 に階高の中央で上下 に割 り振 ります。

Ｆ
ＨＬ

QJ

半1串 2

3

図 4.7 柱 自重

¬ 2
-―――-11/2

N節点

節点 Nに おける節点重量  (1)

P=10J+201+30J+401+(柱 自重等 )

図 4.8 節点重量
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12)節 点重量  12)

節点重量 は Dし (固 定荷重 )と LL(積載荷重 ラーメ ン用 )と TE(地 震荷重 )と TS(
積雪荷重 )に 分 けて、それぞれを累計 して計算 します。しLは 、指定 によ り支え る床
の数による低減が考慮で きます。
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4.6 地反力による等価節点荷重

べた基礎がある場合に求める地反力は、図 4.9の 方法により求め、等分布荷重として

各はりに考慮されます。

N7         N8

Wl～ W4で それぞれ算 出

各柱軸力の各べた基礎への振 り分 けは面積の比 による

Al = LlXL3        A2 = L2XL3        A3 = LlXし 4        A4 = L2XL4
al = A1/4         a2 = A2/4         a3 = A3/4         a4 = A4/4
a5 = al+a2        a6 = al+a3        a7 = al+a2+a3+a4  a8 = a2+a4
a9 = a3+a4

Wl = ( Nl + N2Xa1/a5 + N4Xa1/a6 + N5Xa1/a7 )/ Al
12 = ( N2Xa2/a6 + N3 + N5Xa2/a7 + N6Xa2/a8 ) / A2
W3 = ( N4Xa3/a6 + N5X33/a7 + N7 + N8Xa3/a9 ) / A3
114 = ( N5Xa4/a7 + N6Xa4/a8 + N8Xa4/a9 + N9 ) / A4

上記で、斜め軸等は、Al～ A4に 考慮 します。
建物が階段状の場合は、層が異なっていて も、下の層での重量を採用 し、上記の様に

反力を計算 します。

大スラプが指定されている場合は、下記の様に地反力を求めます。

:ヽtヽいぜw4｀ や``キ`
―――‐・15-― ―――

Wlと 13に よ り W5を 算出

図 4.9 べた基礎反力

4

一一′一
胎　″′
′′′′′、）
洲
ヽヽ

ノ
′w2・

一一一′′′Ｗ３′′一″・″
、一　
洲

ヽ
ヽ
、

Wl～ W4で それぞれ算 出
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4.7 地震力

地震層せん断力係数の計算 は、Ai分布 によ り自動計算す る方法 と、直接入力す る方法
の 2種 類が使用で きます。

建物重量 は、柱軸力 (Dし +EL)か ら計算 します。

(1)内部 自動計算の場合

地域係数 ,地盤種別 ,一次固有周期 ,標 準せん断力係数を入力 します。
建物高 さおよび一次固有周期 は、 自動計算す る方法 と直接入力す る方法の どち ら

かが選択で きます。

地上部分の地震層せん断力係数

Ci= Ztt R tネ AittCo

T<Tc Rt=1
Tc≦ T <2拿 Tc      Rt= 1-0.2(T/Tc-1)2

2ネ Tc≦ T Rt= 1.6拿 Tc/T

T: h (0.02+0.0lra)

Ai: l+0/lai -ai) 2rTl(l+3rT)

地下部分の水平震度

k=0.1(1-H/40)Z

当該階の地震層せん断力係数
地域係数 (入 力値 )

振動特性係数
地盤種別 による係数 (地 盤種別 は入力値 )

当該建物の高 さ (入 力値 または内部処理 )

鉄骨造高比 (入 力値 )

一次固有周期 (入 力値 または内部処理 )

地震層せん断力係数の分布係数
当該階が支え る固定荷重 と積載荷重の和を
地上部分の固定荷重 と積載荷重の和を除 し
た数値

水平震度

地盤面か らの深 さ (20を 超え る場合 は20と

す る )

地域係数

Ci

Z

Rt

Tc

h

α

T

Ai

α l

k

H

Z

12)直接入力す る場合

地域係数、地盤種別を考慮 した地震層せん断力係数を直接入力 します。

地下階への地震力の伝達 は下式 によ り計算 します。

QB = 10ネ α +k tt IB

10:地 上 1階の地震層せん断力
α :地下への伝達率 (評 定の場合 は 1と な る)

WB:地下部分の重量

-42-



壁量計算

耐力壁の場合 は、開 口部がある高 さにおける水平断面積を Awに 算入 します。

(1)以 外のそで壁の場合で、長 さが 45cm以 上かつ開口部高 さの 30%か つ壁厚 さが

12cm以 上の壁の水平断面積 は Awに算入 し、それ以外のそで壁で壁厚が 10cm以 上
の壁の断面積 は Acに 算入 します。

(1),(2)以 外の壁で、長 さが 100cm以 上かつ壁厚が 10cm以上の壁の水平断面積 は
Acに 算入 され ます。

柱水平断面積 は全て Acに 算入 され ます。

壁が計算方 向に対 して θ傾 いている場合は、求 まった壁量 にcos2 θを掛 けて計算
します。

雑壁で入力 された壁の壁量 も考慮 します。

Aw = t * Lw

Lwl≧ 45c囮かつ しwl≧ o.3ネ Hol
Aw = t tt Lwl

Lw3<45cmか つ しw3<0.3ネ Ho2
Ac = t ネ Lw3 + t ネ Lw2

図 4.10 壁量計算

Aw = t ネ ( Lw ― しo )

Avu = t t Lrt t cos2O
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4.9 ルー ト表 (1)

ルー ト表 (1)は 、木造建築物等の検討を行 います。

構造種別が S造 との混合構造の場合は、検討 されません。

(1)S造

判別条件 設計建物

ルー ト

1

建物高 さ≦ 31m
階数  ≦ 3階
建物高 さ≦ 13m
軒の高 さ≦ 9m
柱の間隔 ≦ 6田
延床面積 ≦ 500壼

Co  ≧ 0.3

ルー ト判別高 さ

階数
ルー ト判別高 さ

建物高 さ

最大 スパ ン長 さ

延床面積

標準せん断力係数

判別

判別

判別

判別

半1別

判別

半り別

ルー ト判別 判 別 判 別
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(2)RC,SRC造

壁量のチ ェックおよびルー ト判別 は、地上 1階 とその他の階で別 々に検討れ さま

す。

判別条件 設計建物

ルー ト

1

建物高 さ≦ 20m
建物高 さ≦ 31ロ
1階
(1)/ZWAi ≧ 1.00
(1)/ZWAi ≧ 0.75
(2)/ZWAi ≧ 1.00
その他の階

(1)/ZWAi ≧ 1.00
(1)/ZWAi ≧ 0.75
(2)/ZWAi ≧ 1.00

ルー ト判別高さ
ルー ト判別高さ

(1)/ZWAi

(1)/ZWAl

(2)/ZWAl

(1)/ZWAl

(1)/ZWAi

(2)/ZWAl

判別

判別

判別

判別

判別

判別

判別

判別

判別

判 別

1階 ルー ト判別

その他の階
ルー ト判別

判別

判別

判別

判別

判別

判別

判別

判別

一
　

一

RC 造   (1)=25ネ Aw2+7ホ Aw3+7ネ Acl

(2)=18ネ Aw2+18*Ac2

SRC造    (1)=25ネ Awl+7ネ Aw3+10拿 Acl

(2)=20拿 Awl+20*Acl

RC造 +SRC造   (1)=25拿 Awl+25ネ Aw2+7ネ Aw3+10ネ Acl+7拿 Ac2

(2)=20ホ Awl+18拿 Aw2+20拿 Acl+18拿 Ac2

SRC造 柱水平断面積
RC造 柱水平断面積

SRC造 柱 に取 りつ く計算方 向の耐力壁の水平断面積
RC造 柱 に取 りつ く計算方 向の耐力壁の水平断面積

計算方向の耐力壁以外の水平断面積

Ｃ

Ｃ

Ｗ

Ｗ

Ｗ
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10 剛性計算

(1)RC壁 のモデル化

RC壁 は、開 口が小 さい場合 (耐 力壁 )は プ レース置換 と し、開 口が大 きい場合

は、曲げ・ せん断・ 剛域を考慮 したフレーム置換 とします。

そで壁 ,た れ壁 ,腰壁 は、曲げ 。せん断・ 剛域を考慮 した フレーム置換 と します。

a.耐 力壁 (無 開 口壁 または小開口壁 )

開 口比 Pl,開 口周比 P2が 0.4以下かつ、壁厚が 12cm以 上かつ内法高 さの

30分 の 1以上かつ、周囲を RCま たはSRCの は り,柱 で囲 まれている壁を耐力

壁 と し、置換方法 はX型 のプ レース置換 とします。

ただ し、 β (入 力値 )が 0と なっている場合は、置換断面積が 0と なるため

耐力壁 とな りません。

2ス バ ン以上 にまたが る壁の場合 は、大壁 と して入力す ることによ り耐力壁

と して処理 され ます。 2階 以上にまたが る壁の場合 はダ ミーのは りを配置す る

ことによ り耐力壁 と して処理 されます。

上下のは り長 さまたは、左右の柱長 さが異なる場合 は、平均値を使用 し計算

します。

置換 ブ レース断面積 ABは 、下式 にて求めます。

I rcrut./TTl'
AB=

2ネ E*Ltt κ*h

β

G

t

h

L

E

κ

γ

α

せん断剛性低下率

せん断弾性係数

壁厚

構造階高
スパ ン長 さ

ヤ ング係数

せん断形状係数

開 口による低減率 (γ =1-1.25拿 P2)

入力値 による剛性低下率

Pl=Lo/L

Σ Aw:開 口面積

図 4.H耐 力壁

図 ]
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壁周辺柱の軸変形用断面積 は、下式で求めた置換柱有効断面積 Ac'を 柱断面

積 に加えた値 と します。

tホ (L― D)8

6‡ L2

L:ス バ ン長 さ

t :壁 厚
D:柱 幅

ブ レース置換方法は、図 4.12の 様 に壁周辺柱の接合状態を両端 ピンと し、

壁上下のは りの断面 2次 モーメン トは、基のは りに φ (入 力値 )を 掛 けます。

ピ ン

図 4.12ブ レース置換方法

b。 大開口壁 ,そ で壁 ,た れ壁 ,腰 壁

耐力壁以外の壁 ,そ で壁 ,た れ壁 ,腰壁は、剛域を持つ フ レームに置換 しま

す
諭幾ほ出

｀
4電『ガ職世L咎まぶ:輔霧[:』

/1免
大tた二京Ъの長さとしま

す。

DG/4 DG/4

DC/4

DC/4

図 4.13剛 域

.鉄骨 ブ レース

鉄骨 ブ レースは、 X形 ,/形 ,＼形 ,X形 引張 ブ レースの 4種 類が扱え、 2

スパ ン以上 にまたが る場合 は、大 ブ レースと して指定が可能です。 2階 以上 に

またが る場合は、 ダ ミーば りの配置が必要 にな ります。

ブ レース断面積 は、直接入力 と し内部計算 は行 いません。
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12)剛度の計算

そで壁等のついた柱 ,は りは、曲げ,せ ん断変形を考慮 した応力解析を しますが、

各部材の断面置換方法 は下記 に示す 3種 類か ら選択す ることがで きます。

ケース 1:入 力 した壁形状のままで断面二次モーメン トを計算 します。

ケース 2:断面積 と幅を同一 と して断面二次モーメ ン トを計算 します。

ケース 3:断面積 とせいを同一 と して断面二次モーメ ン トを計算 します。

ケース 2

図 4.14断 面置換方法

ケ ース 3

せん断変形用断面積 は、そで壁等を含んだ断面積 と し、柱の軸変形用断面積 は、
入力 した母材の断面積 と します。

ス リッ ト付壁部分の断面二次モーメン トは下式で求めます。ただ し、せん断変形
用断面積および軸変形用断面積は入力 した母材の断面積 と します。

=2拿 λ+(1-2‡ λ)/φ

=λ l(1-2ネ λ)/φ

3拿 λ-3拿  λ2+2ホ λ3
1-3ネ λ+3ネ  λ2_2拿 λ 3

△2=
3                  3ネ φ

=△ 0拿 △2-△ 12

△ 2

2‡ V

(△ 1-△ 2)

2拿 V

=(a+b)/3

I : c I Io

ケ． ス ‐

△ 0

∠ゝ 1

▽

φ

lo

ll

λ

λL

L

lo/11

母材断面二次モーメ ン ト

壁を含んだ中央部の断面二次モー

λL/L

ス リッ ト幅

はりまたは柱長 さ

-48-
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13)鉄骨部材の剛性

鉄骨部材の剛性 は下式 にて計算 し、スラブ,壁剛性 は考慮 しません。

I=lo拿 γ

lo :部材寸法 よ り計算 した断面二次モーメ ン ト

γ :入 力 した剛性増大率
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4.11 せん断力分布係数の計算

D値計算 は、仮定水平力 (地 震時節点重量 ×Al)を 与え、曲げ,せ ん断および剛域を

考慮 した変形法 によ り、負担せん断力 (Q)お よび節点変位 (δ )を 求 め、それ らよ り

せん断力分布係数 (D値 )を 求 めます。

Q
D値 =――一一一

δ ・ Ko

Ko:標準剛度 (入 力値 )

注意 :D値 出力値 は桁合わせのため、上記で求 まった値を 10倍 して出力 します。
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２

　

　

　

　

　

　

４
．
と

雑壁の剛性計算

フ レーム面内の雑壁

応力解析 に考慮 しないフ

15 参照 )し たが って、

して扱 います。

レーム面内の壁を、フ レーム面 内の雑壁 と します。 (図

そで壁等で剛性 に考慮 しない壁 は、 フ レーム面内の雑壁

図 4.15フ レーム面内雑壁

フ レーム面 内の雑壁の剛性 は下式 にて計算 します。

Σ Dc

Dwl = nネ Awネ 

ーΣ Ac

n

Aw
Σ Dc

Σ Ac

フ レーム面内雑壁の剛性倍率 (入 力値 )

雑壁の断面積

柱 D値 の合計

柱のせん断変形用断面積の合計

上式で求めた D値 は層間変形角,剛性率 ,偏 心率 に考慮 します。

0)フ レーム面外の雑壁

応力解析 に考慮 しないフ レーム面外の壁を、 フ レーム面外の雑壁 と します。
フ レーム面外の雑壁の剛性 は下式 にて計算 します。

Σ Dc

Dw2 = n tt Aw拿  

―Σ Ac

n:フ レーム面外雑壁の剛性倍率 (入 力値 )

Aw:雑壁の断面積
Σ Dc:柱 D値の合計
Σ Ac:柱 のせん断変形用断面積の合計

上式で求めた D値 は層間変形角 ,剛 性率 ,偏 心率 に考慮 します。
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4.13 層間変形角,偏心率,剛性率 ,ね じり補正

(1)層 間変形角

層間変形角 は、 「 4.H せん断力分布係数の計算」に示 した方法で求めた柱 ,

壁のせん断力分布係数 (D値 )と 「 4.12 雑壁の剛性計算」に示 した方法で求 め

た雑壁の D値 を用 いて下式にて計算 します。

rs  =
(Σ Dci+Σ Dwi +Σ Dw'i)ホ hiネ Ko

階層間変形角

階に作用す る地震力

階の柱 D値の合計

階の壁 D値の合計

階の雑壁 D値 の合計

Ko :標
階の構造階高
準剛度

12)剛性率

剛性率 は、(1)で 求めた層間変形角か ら下式によ り計算 します。

rsI

Rsi=一 一一

rs

Rsi :i階 剛性率

rSi :i階 層 間変形角 の逆数
rs :当 該建物 につ いて の rsの相加 平均

(3)偏心率 ,ね じり補正

a.ね じり補正

ね じり補正 は、柱 ,壁の D値 (雑 壁 は含 まない )に て計算 します。
補正値 αは、下記に示す 3種 類か ら選択できます。

ね じりを考慮せず α=1と す る  一……… (1)

ね じりを考慮す るが α≧ 1と す る ……… 12)

ね じりを考慮 しαは計算結果 とす る 一‐― 侶)

rs   :

Qi :
Σ Dci :
Σ Dwi :
Σ Dw'1:

hi    :
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b.偏 心率

重心の計算 は節点重量12)(積 載荷重 はラーメ ン用を使用 )に て下式によ り計

算 します。

gx = Σ (Nネ X)/W

gy = Σ (N ttY)/W

W  = ΣN

gx :X方 向重心位置
gy :Y方 向重心位置
N  :各 位置での軸方向力
X :基 準点 (1-101)か らの X方 向距離
Y :基 準点か らの Y方 向距離

剛心の計算 は、柱 ,壁の D値 (雑 壁 も含む )に て下式によ り計算 します。

lx = Σ (Kyネ x)/Σ  Ky

ly = Σ (Kx‡ Y)/Σ  Kx

IX :X方 向剛心位置
ly :Y方 向剛心位置

X方 向水平剛性 (X方 向 D値 )

Y方 向水平剛性 (Y方 向 D値 )

基準点 (1-101)か らの X方 向距離
基準点か らの Y方 向距離

偏 心 距 離 は 、 重 心 お よ び 剛 心 の 座 標 に て 下 式 に よ り計 算 しま す 。

eX =1 lX― gX I

ey =l ly― gy l

ex :X方 向偏心距離
ey :Y方 向偏心距離

ね じり剛性 は、下式によ り計算 します。

X = X-lx

Y = Y-ly

KR = Σ(Kx拿 マ2)+Σ
(Ky‡X2)

Kx

Ky

X

Y
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弾力半径は、下式によ り計算 します。

rex =   ゴ KR/】〕Kx

rey =   ヾ KR/】E Ky

偏心率 は、下式 によ り計算 します。

Rex= ey/rex

Rey ==  ex/rey
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4.14 ルー ト表 (2)

(1)S造

判別条件 設計建物

ルー ト

1 3

建物高 さ ≦ 31m
階数    ≦ 3階
建物高 さ ≦ 13m
軒の高 さ ≦ 9m
柱の間隔  ≦ 6m
延床面積  ≦ 500 nf

Co   ≧ 0.3

層間変形角 ≦許容値

剛性率   ≧ 0.6

偏心率   ≦ 0.15

ルー ト判別高 さ

階数
ルー ト判別高 さ

建物高 さ

最大 スパ ン長 さ

延床面積

標準せん断力係数

層間変形角

剛性率

偏心率

判別

判別

半1別

判別

判別

判別

判別

判別

判別

判別

一
一
一
一
一
一
一棚
棚
棚

ルー ト判別 判 別 判 別 判 別
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(劾  RC,SRC造

判別条件 設計建物

ルー ト

1

建物高 さ ≦ 20ロ

建物高 さ ≦ 31m
l階
(1)/ZWAl  ≧ 1.00
(1)/ZWAi  ≧ 0.75
(2)/ZWAi  ≧ 1.00
その他の階

(1)/ZWAi  ≧ 1.00
(1)/ZWAi  ≧ 0,75
(2)/ZWAi  ≧ 1.00
層間変形角 ≦許容値
1階
剛性率   ≧ 0.6

偏心率   ≦ 0.15
その他の階

剛性率  ≧ 0.6

偏心率   ≦ 0.15

ルー ト判別高 さ
ルー ト判別高 さ

(1)/ZWAl

(1)/ZWAi

(2)/ZWAl

(1)/ZWAi

(1)/ZWAi

(2)/ZWAl

層間変形角

剛性率

偏心率

剛性率

偏心率

判別

判別

判別

判別

判別

判別

判別

判別

判別

判別

判別

半1別

判別

判別

判別

判別

判別

判別

半1別

半1別

判別

判別

判別

判別

判別

判 別

1階 ルー ト判別
その他の階

ルー ト半1別

判別

半り別

判別

判別

判別

判別

判別

判別

判別

判別

RC 造   (1)=258Aw2+7ネ Aw3+7*Ac2
(2)=18拿 Aw2+18拿 Ac2

SRC造    (1)=25拿 Awl+7ホ A‖ 3+10*Acl
(2)=20ネ Awl+20拿 Acl

RC造 +SRC造  (1)=25拿 Awl+25*Aw2+7ネ Aw3110ホ Acl+7*Ac2
(2)=20ネ Awl118ネ Aw2+20本 Acl+18‡ Ac2

Acl

Ac2

Awl

Aw2

Aw3

SRC造 柱水平断面積
RC造 柱水平断面積
SRC造 柱に取 りつ く計算方向の耐力壁の水平断面積
RC造 柱 に取 りつ く計算方向の耐力壁の水平断面積
計算方向の耐力壁以外の水平断面積

-56-



4.15 応力計算   '

(1)長期,積雪 ,風荷重時応力計算

曲げ 。せん断・ 軸方 向変形 を考慮 した変形法によ り応力計算を行 います。

(2)地震荷重時応力計算

平面解析の場合 は、曲げ 。せん断・ 軸方向 (柱 のみ)変形および剛域を考慮 した

変形法によ り応力計算を行 います。

立体解析の場合 は、曲げ 。せん断・ 軸方向 (柱 のみ)変形を考慮 した変形法によ

り応力計算を行 います。

鉄骨造の場合 において、 プ レースが配置 されている場合は下記 によ り地震時層せ

ん断力の割増 しを考慮す ることがで きます。

β ≦ 5/7の とき    ユ+0.73β (割 増 し値 )

β > 5/7の とき    1.5  (割 増 し値 )

β :水平力に対す る当該階の プ レースが負担す る水平力
の比
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13)変形法

計算方法 を図 4.16に 示 します。

節点座標の作成

部材形状の読み込み 部材系等価節点荷重の読み込 み

部材系剛性マ トリックスの作成 部材系等価節点荷重の読み込み

絶対系剛性 マ トリックスの作成 部材系等価節点荷重の読み込み

節点系剛性マ トリックスの作成

節点系釣 り合 い方程式の作成

媒介変換 マ トリックスの作成 (支 点処理 )

解  (節 点変位 )

節点変位を各部材釣 り合 い式に代入

解  (材端応力 )

部材系に変換 荷重項 による応力

図 4.16変 形法計算方法
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平面解析の曲げ:軸 方向およびせん断変形を考慮 した部材の基本式 (部 材座標系

)は 以下 に示すよ うにな ります。

yへ

ヽ /′
X

lジ

-

-

Ｎ

Ｑ

Ｍ

　

　

Ｎ

Ｏ

Ｍ

11

Vl

θ l

ｕ

　

Ｖ

（θ

N12
012
M 12

N21
Q21
M 21

ｕ

Ｖ

θ

11

Vl

θ l

1~7'
B=一 一 一 一

1+2拿 γ'

A+B

C=― ―
L

C'=2拿 C/L

D= Eネ An/L

a2_b2
F=一 ―一―

a

F'= F/L

2拿 E‡ I

× ―――――

L

2拿 E‡ I

× 
一 L

2拿 Eネ I

× 一――――

= F/LS
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剛域 による変換 (地 震時応力計算時のみ )

2+7'
3 == 

―
1+2拿 γ'

1~7'
b=一 一 一 一

1+2拿 γ'

6拿 Ettltt κ

γ   =
β ttGttAsネ L2

E

C

I

An

As

β

κ

K''=

Tl =

T2 =

ヤ ング係数
せん断弾性係数

断面二次モーメ ン ト

軸方向変形用断面積
せん断変形用断面積
せん断剛性低下率
せん断形状係数

基準座標系への変換

K  =

Tl Kll' TlT   Tl K12' T2T

T2 K21' Tl'   T2 K22' T2T

1    0    0

0    1    0

0  Ll  l

1    0   0

0    1    0

0 -L2  1

Ll:1端 剛域長 さ

し2:2段 剛域長 さ

Tl Kll' Tl'   Tl K12' T2T

T2 K21' TlT   T2 K22' T2T

f  =

Tl =
cose -sin0 0

sinA cosg 0

001
T2  =  Tl

上記のよ うに全部材の基準座標系での X,fを 求め構造全体 に関す る剛性 マ トリッ
クス K(絶 対座標系 )を 求 めます。

Tl   fl'

T2   f2'
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14)立体解析注意事項

『 BST― GF』 では、平面解析 と立体解析でデータを共用 しているため、下記

に示す様に、立体解析の場合は処理 しています。

下記 によ り計算結果に不都合が生 じる場合 は、平面解析にて処理 して ください。

・ 部材の剛域長 さを無視

・ 柱の接合状態において、 X,Y方 向でバネ接合を している場合、 X方向のパ ネ

を使用

・ 柱の軸方 向変形用断面積が、 X,Y方 向で異 なる場合、大 きい方を使用

・ 部材のね じり方 向剛性を無視

。は り部材 スラブ面方向断面二次モーメン トを部材断面二次モーメ ン トの10倍 と

して処理

・ 部材のせん断形状係数を 1.0に 固定
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16 代表・ 共通 フ レーム

(1)準備計算 は、全ての フ レームについて計算 しますが、剛性計算 ,応力計算 につい

ては、全て共通す るフ レームの中か ら代表 フ レームを指定 し、その代表 フ レームに

ついて計算 します。

ただ し、立体解析の場合 は、応力計算 は全て行います。

12)地震荷重時に建物がね じれ る場合には、各階 ごとの代表 フ レーム とその共通 フ レ

ームが負担す るせん断力を比較 し、その中で最大のせん断力が代表 フ レームに作用

す るもの と して計算 します。

椰)共 通 フ レームの応力状態 は、それが属す る代表 フ レーム と全て同一であると し断

面計算を行 います。

なお代表 フレームを指定 しないフ レームは、代表 フ レームと して計算 します。
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。 17 断面計算

断面計算す る部材 は、は り,柱 ,ブ レース,耐 力壁 と し、指定 された部材のみ計算 し

ます。
なお、は りまたは柱に取 りつ く壁 は無視 し、入力 した矩形断面 にて計算 します。

(1)S造は り

a.計算位置 は、端部 ,中 央 ,継 手位置の 5ヵ 所 と します。設計応力は、長期荷

重時,積雪荷重時,風荷重時,地震荷重時の 4ケ ースの組み合わせ とし、地震

荷重時ではフェイスモーメ ン トの採用 も可能です。

端部 はダイヤフラムによるハ ンチが考慮で きます。ただ し、ハ ンチ勾配が

1/3を 超えた場合はメ ッセージが出力 されます。

リップみぞ形鋼の背合わせの断面性能は、全断面有効 と して計算 します。

H形鋼およびラチス材の弦材の断面性能は、幅厚比によ る低減を考慮 した有

効断面 に各位置での欠損を考慮 し、計算 します。端部 は、仕 口形状が指定 され

ている場合は、仕 口形状 による欠損を考慮 し、仕 口形状が指定 されていない場

合は、入力 された欠損率 によ り計算 され ます。継手位置は、継手形状が指定 さ

れている場合 は、継手形状 による欠損を考慮 し、継手形状が指定れ さていない

場合 は、入力 された欠損率 により計算 されます。中央 は、入力 されている欠損

率によ り計算 され ます。

幅厚比による低減 は、地震時応力に対 してのみ別指定が可能です。

また、 H形鋼の場合 は、曲げに対 してウェプの考慮の有無が指定で きます。

端部の許容応力度 は、仕 口形状が指定が無 く、溶接作業条件が 12)の 場合 は、

求め られた許容応力度 に 0。 9が掛 け られます。

左端部 左継手 右継手 右端部

図 4.17S造 は り断面計算
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b.各 位置での曲げ応力度 ,せ ん断応力度を算出 し、

検討 します。

曲げ

σb = M/Z

σb/fb≦  1-… … OK

(lb/1)2
fbl=(1-0.4-一 一― )ft

A2

許容応力度 によ り安全性を

900

fb2=一 ――一
lbネ H/Af

fb=max(fbl,fb2)た だ し、 fb≦ ftと す る

0.6F

M

Z

lb

H

Af

i

ft

fb

F

E

各位置での各設計モーメ ン ト

各位置での断面係数

圧縮 フランジ支点間距離

部材せい

フランジ断面積
フラ ンジとはりせいの 1/6と か らな るT形断面の、

ウェプ軸 まわ りの断面二次半径

許容引張応力度

許容曲げ応力度 (内 部処理 または入力値 )

ただ し、 リップみぞ形鋼の背合わせは、 fb=ft
材料強度の基準値

ヤ ング係数

OK

各位置での各設計せん断力

各位置でのウェプ断面積

許容せん断応力度
ただ し、 ラチス材の場合は、入力 された断面係数 に

よ り fcを Fsと して使用

せん断

os:
o s,/f s<

fs :

Q/Aw

l … …・

ft/f3

0

Aw
fs

曲げ,せん断の組み合わせ (ウ ェプを曲げに考慮す る場合のみ )

vσ b2+3ネ σ s2

≦ 1 ・…… OK
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c.リ ップみぞ形鋼の背合わせ部材の場合は、全断面を有効 と し、断面性能を計

算 します。

チラス材の弦材および H形鋼の場合の各位置での断面性能 を、以下 に示 しま

す。また、幅厚比 による低減 も考慮 します。地震時応力に対す る幅厚比 による

低減方法 は、 FBラ ンク,FCラ ンク,弾性用よ り選択で きます。

端部 :仕 口形状が指定 されている場合 は、スカラ ップ,カ バ ープ レー トを考

慮 した有効断面性能 と母材の断面性能を比較 し、小 さい値 と します。

仕 口形状が指定 されていない場合は、指定 されている欠損率を使用 し

計算 します。

継手 :継手形状が指定 されている場合は、接合部のボル ト穴 による欠損を考

慮 して計算 した有効断面性能 と します。

継手形状が指定 されていない場合は、指定 されている欠損率を使用 し

計算 します。

中央 :指定 されている欠損率を使用 し、計算 します。

d.横補剛の検討は、必要本数を算出す る方法 と、補剛材間隔を算出す る方法で

検討 します。

必要本数 は、下式を満足す る本数を計算 します。

lb*H              lb
――一一 ≦ 250 かつ  

一
≦ 65  ( SS400級 )

AF                    iy

l btt H               lb
―――― ≦ 200 かつ  

―
≦ 50  ( SM490級 )

Af                    iy

lb :横補剛間隔
H  :は りtい
Af :フ ラ ンジ断面積
iy :断面二次半径

補剛間隔 は、下式 によ り計算 されます。

LBl= 250拿 Af/H  (SS400級 )

LBl= 200拿 Af/H  (SM490級 )

α2= H.27ネ X1/L+1.2   (SS400級 )

α2= 10.10拿 X1/L+1.1   (SM490級 )

LB2= L31拿 α2

α3= H.27拿 X2/L+1.2   (SS400級 )

α3= 10.10ネ X2/L+1.1   (SM490級 )

LB3= LBl拿 α3

Xl  =  LBl

X2  ==  LBl+L32

L :は り長 さ
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d.継手の設計 は、計算 ルー トに内容が異な ります。

ルー ト 1の 場合は弾性設計 と し、ルー ト2, 3の 場合 は弾性設計 と塑性設計

を行 います。ただ し、ルー ト2, 3の場合 において継手位置が塑性化領域内に

あ る場合は安全率 については 2種 類の内よ り選択で きます。

継手の設計 は、部材が H形鋼の場合のみ行 います。

A=L/10ま たは 2*Dlの 小 さい方
B=H/10ま たは 2ネ D2の 小 さい方

==::I::1部
分が塑性化領域

図 4.18塑 性化領域

添板は全て SS400級 として計算 します。
ボル トは高カボル ト (F10T)と し、本数は内部処理または入力値によりま

す。使用できるボル ト径は、M16,M20,M22,M24の 4種 類 とします。

弾性設計 :入 力 した部材の許容耐力にて計算 します。

応力の負担 は、曲げモーメン トは全て フラ ンジが、せん断力は全

て ウェプが負担す るもの と して計算 します。

フラ ンジボル ト本数

MJF
NF =― ――  ただ し、偶数本数に切 り上げ

H'拿 RF

RF = fσ b‡ fAネ 1.5 (1面 摩擦 )

RF =2‡ fσ bネ fAネ 1.5 (2面 摩擦 )

MJF =  Z J tt F

NF :フ ラ ンジボル ト本数
RF :高 カボル トの許容摩擦耐力

ZJ :ボ ル ト欠損を考慮 した断面係数
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F  :母 材の基準強度 (t/d)
端部 ―中央  フランジ  ウェア

SS400-SS400  2.4   2.4
SM490-SS400    3.3    2.4
SM490-― SM490    3.3    3.3

H' :フ ランジ重心間距離  H― t2

fσ b:高 カボル トの長期応力に対す る許容応力度

F10T l.5t/甜
fA :高 カボル ト1本 当た りの断面積

フラ ンジ添板の計算

ACF〓 (b'-1ホ BA)ネ Ftl+(2拿 b''― n‡ BA)ネ Ft2

ANF=(3-1ネ BA)*t2

MJ

AF  = 
―H'ネ F

ACF
ANF
AF

MJ

BA

n

フランジ添板有効断面積
フランジ有効断面積
フランジ添板必要断面積

継手位置設計モーメン ト

ボル ト穴直径
ボル ト配列 による係数  1列  n=2

千鳥 n=2.9
2夕ll  n=4

フランジ幅

フランジ板厚
フラ ンジ外側添板厚
フランジ内側添板厚

フランジ外側添板幅

フラ ンジ内側添板幅

B

t2

Ftl

Ft2
b'

b''

ACFく AF,ACFく ANFと な った場合はメ ッセージが出力 されます。

ウェプボル ト本数

NW = OJF/RW ただ し、切 り上 げ

RW =2拿 f σ blfA拿 1.5 (2面 摩擦 )

QJF= ANW‡ F/3

NW :ウ ェブジボル ト本数

RW :高 カボル トの許容摩擦耐力

ANW:ウ ェプ有効断面積   ・
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ウェプ添板の計算

ACW= ((nW-1)拿 P2+2拿 3-■ WttBA)ネ Wt拿 2

ANW= (H-2拿 t2-■ WttBA)ネ 11

0J

AW  = 
―F/、「 百

ACW
ANW
AW

QJ
P2

a

nW

H

tl

t2

Wt

ウェプ添板有効断面積
ウェプ有効断面積
ウェプ添板必要断面積

継手位置設計せん断力
ウェプボル ト間隔

ウェプボル ト端あき

ウェプボル ト段数
せい

ウェプ板厚
フラ ンジ板厚
ウェプ添板厚

ACWく AW,ACWく ANWと な った場合 はメ ッセー ジが出力 され ます。

塑性設計 :フ ラ ンジで曲げ耐力、 ウェプでせん断耐力を伝達す るもの と して

計算 します。

最大曲げ耐力は、は り材 (有 効断面 )の 曲げ耐力 ,添板が引 っ張

り破断 した ときの曲げ耐力 ,高 カボル トのせん断破断 した時の曲
げ耐力 ,母 材の端 あき部が破断 した時の曲げ耐力を計算 し、その

内最小の ものを継手の最大曲げ耐力 とします。

最大せん断耐力は、は り材 (有効断面 )の せん断耐力,添板がせ
ん断破断 した時のせん断耐力,高カボル トのせん断破断 した時の

せん断耐力,添板の端あき部が破断 した時のせん断耐力を計算 し、
その内最小の ものを継手の最大せん断耐力 と します。

継手曲げ耐力安全率 αは表 4.3に 示す 2種 類 よ り選択 します。

端部 ―中央

曲  げ

せん断
1 2

SS41-SS41

SM50-SS41

SM50-SM50

表 4.3 安全率 α

フラ ンジボル ト本数計算

NF = max(NFl,NF2,NF3)

NFl= ALMP/(Hネ RFF)     (1面 添板 )

NFl= ALMP/((H=t2)拿 RFF)  (2面 添板 )
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NF2 =
(H-12)te18t2ネ  σy

ALMP= α,MP………………‐・̈…………………………方法

MP  ==  FttZpx

継手位置

=  σuホ 0.75*

=2拿 σuネ 0,75拿

fAs (1面 添板 )

fAs(2面 添板 )

フラ ンジボル ト本数

弾性設計 によるフラ ンジボル ト本数
継手部必要最大曲げ耐力
ボル ト有効断面積  0.75‡ fA

ボル ト破断強度 (F10T lot/耐 )

母材の破断強度 (t/甜 )

端部 ―中央  端部  継手  ウェア
SS400-SS400  4.1   4.1  4.1
SM490-SS400   5.0   4.1   4.1
SM490-SM490   5.0   5.0   5.0

安全率

全塑性モーメン ト

塑性断面係数
ボル ト端空 き

NF

NF3
ALMP
FAs

σ」

σ y

α

ＭＰ

Ｚｐ

ｅｌ

継手最大曲げ耐力計算

GMU = ZJ‡ σy

PLMU=(b'-1ネ BA)拿 Ftlホ (H+Ftl)ホ 4.1 (1面添板 )

PLMU=((b'― nttBA)*Fllネ (H+Ftl)+(2拿 b''+ntt BA)ホ Ft2拿 (H-2ネ t2-Ft2))ネ4.1
(2面添板 )

3MUl=NFttRFFttH   (1面 添板 )

BMUl=NFホ RFF拿 (H-12)(2面 添板 )

BMU2= NF‡ el‡ t2*σ y拿 (H― t2)

MU = min(GMU,PLMU,BMUl,BMU2)

MUく ALMPと な った場合はメ ッセー ジが出力 されます。
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ウェプボル ト本数

NW = max(NWl,NW2,NW3)

NWl= ALQP/RWW

NW2= ALQP/(3拿 2‡ Wtネ 4.1)

ALQP= αネQP+QL

QP = Σ MP/Lo

RWW =2ネ σu拿 0.75ネ fAs

NW :ウ ェプボル ト本数
NW3:弾 性設llに よるウェプボル ト本数
ALQP:継 手必要最大せん断耐力
α :安全率
QL :長 期せん断力
Lo :内 法スバ ン長さ

継手最大せん断耐力計算    ‐

GQU= (H-28t2‐ nWttBA)tt18 σ y/「3

PLQU= (h'-lWネ BA)ホ Wt拿 2拿 4.1/「3

BQUl= NWネ RWW

BQU2= NW*aネ Wt拿 2ホ 4.1

0U = 口in(GQU,PLQU,BQUl,30U2)

QUく ALQPと なった場合はメッセージが出力されます。
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l    e.仕 日の設計 は、計算 ルー トによ り内容が異な ります。

ルー ト 1の 場合 は弾性設計 と し、ルー ト 2,3の場合 は塑性設計を行 います。

フラ ンジは突 き合わせ溶接 ,ウ ェプはすみ肉溶接 と します。

添板 は端部材種 と同一 とします。

剛仕 口の設計 は、部材が H形鋼の場合のみ行 います。 ビン仕 口の設計は、 H
形鋼 と リップみぞ形鋼の背合わせの場合のみ行 います。

弾性設計 :応 力の分担 は、曲げモーメ ン トはフラ ンジが、せん断力はウェプ

が負担す るもの と して計算 します。

溶接強度 は、表 4.4に 示す 2種 類の作業方法によ り決定 され ます。

作業方法 突 き合わせ すみ肉

建築基準法施行令 92条 における
「作業方法 (1)」 の場合

F肩

建築基準法施行令 92条 における
「作業方法 0)」 の場合

0.9F 0. e F//5

表 4.4 溶接作業条件

aM  =  aZttaFt

aM ≦ M  ………………… OK

aZ = (Bホ t2+bホ tc)ホ (H― t2)

30 = 0.78S‡ le*aFs

aQ ≦ Q  ………………… OK

le = 2*(H-2ホ t2-2拿 SC-2拿 S)

各設計モーメ ン ト

各設計せん断力

フラ ンジ溶接部の許容曲げモーメ ン ト

ウェプ溶接部の許容せん断力

フランジ溶接断面の断面係数

カバープ レー ト板幅

カバ ープ レー ト板厚

突 き合わせ溶接の許容引張応力度

すみ肉溶接の許容せん断応力度

柱 とウェプのすみ肉溶接サイズ

スカラ ップ半径

母材せい

母材幅

母材 フラ ンジ厚

Ｍ

Ｑ

Ｚ

　

ｃ

ｆ

Ｆ

　

Ｃ

　

　

　

２

Ｍ

Ｑ

３

ａ

ａ

ｂ

ｔ

ａ

ａ

Ｓ

Ｓ

Ｈ

Ｂ

ｔ
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塑性設計 :フ ラ ンジ,ウ ェプで曲げ耐力、 ウェプでせん断耐力を伝達す るも
の と して計算 します。

溶接部の塑性断面係数 は、 フラ ンジカバ ープ レー トを考慮 して計
算 します。

MU = AZU‡ σy

Qu =√
「

‡sネ leネ σy/ντ

ALMP= α ttMP

MU :仕 口最大曲げ耐力

QU :仕 口最大せん断耐力
AZU:仕 口溶接塑性断面係数
α :安 全率
MP :端 部全塑性モーメ ン ト

ビン仕 口

NW = Q/RW ただ し、切 り上げ

RW =fσ bネ fAネ 1.5

ACW= ((nW-1)*P2+2拿 a― nWttBA)ホ Wt

ANW= (H-2ネ t2-nWホ BA)拿 tl

Q

AC=―
1.6/百

Q

AW  = ――――――

F/百

NW
RW
ACW
ANW
AW

Q

P2

3

nW

H

tl

t2

‖t

ウェブジボル ト本数

高カボル トの許容摩擦耐力
ウェプ添板有効断面積
ウェプ有効断面積
ウェプ添板必要断面積
仕 口位置設計せん断力
ウェプボル ト間隔
ウェプボル ト端あき
ウェプボル ト段数
せ い

ウェプ板厚
フラ ンジ板厚
ウェプ添板厚

ACWく AC,ANWく AWと な った場合 はメ ッセージが出力 され ます。
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RC造 は り

a.計算位置は、端部 ,中 央 ,ハ ンチ始点位置の 5ヵ 所 と します。 (ハ ンチがな

い場合 は 3ヵ 所 )

設計応力 は、長期鉛直荷重時,積雪荷重時 ,地 震荷重時の 3ケ ースの組み合

わせ と し、地震荷重時ではフェイスモーメ ン トおよび剛域端モーメ ン トの採用

も可能です。

断面計算方法 は、算定計算 ,検 定計算 (1),検 定計算 12)よ り選択で きます。

左端部 E-tr 2 * 央 右ハ ンチ  右端部

節点モーメ ン

図 4.19 RC造 は り断面計算

算定計算  :設 計応力よ り必要鉄筋比を算定す る計算、鉄筋が指定 されてい

る場合 は、指定本数 よ り算定結果が少 ない場合 は、指定本数 と

して計算

検定計算 (1):指 定 された主筋本数 により許容モーメ ン トを算定 し、設計モー

メ ン トに対 しての安全性を確認 し、設計せん断力 によ り必要せ

ん断補強筋を計算

検定計算 9):指 定 された主筋本数およびせん断補強筋形状 によ り許容モーメ
ン ト,許容せん断力を算定 し、設計モーメ ン トおよび設計せん

断力に対 しての安全性 を確認
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b. 主筋の計算 は下記のよ うに求めます。 (RC規 準  14条 )

引張鉄筋比 ptは下式による

n*ptネ Fc

Cl=― ― ― 一 (

3ネ xnl

ptホ ft

C2=― ― ― ―
3(1-xnl)

中立軸比

Xn

xnl=一 一― =nネ pt

d

つ りあい鉄筋比

(1+γ )2十  一 一

n3pt

一
dc

dc

(1+γ 一 )

d

ｘｎ
‐
‐
よ

雖

dc      dc

(1-xll)(3-xnl)― γ (xnl― ― )(3-― x■ 1))
d         d

dc      dc

((1-xnl)(3-xnl)― γ (xnl― ― )(3-― xnl)

d          d

1___ b_____1

図 4.20は り主筋計算

pt = at/b/d

許容曲げモーメ ン ト

M  =  C‡ bホ d2

ただ し、Cは Cl,C2の うち小 さいほうによる

― (1+γ ))

I
Ptb : 

- 2 ft ft dc dc

(1+
―

)(一 ( 1+ 7~)~nt γ ( 1-― ))
n fc    Fc       d             d

引張鉄筋比がつ りあい鉄筋比以下の ときは下式によ り必要鉄筋断面積を求め

ます。
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引張鉄筋比

引張鉄筋断面積

ヤ ング係数比
コンク リー トの許容圧縮応力度

鉄筋の許容引張応力度

複筋比

設計モーメ ン ト

応力中心距離  (dネ7/8)

c.短期設計用せん断力 QDは 、下記の 3種 類か ら選択で きます。

QDl= 0し +nttQE  …………………・・・………(1)

OD2= QL+ αホ Σ My/Lo  …………… (2)

QD3= min(QDl,OD2) …………………… (3)

QL :長 期荷重 によるせん断力

QE :地 震荷重 によるせん断力

n  : QEの 割増 し値

α : QUの 割増 し値

My :終 局曲げモーメ ン ト

Lo :は りのせん断用 スパ ン長 さ

終局曲げモーメ ン ト

My = 0.9*atホ  αl*σ yネ d+0,9ホ atst α 2ネ σ ysネ ds

ｐｔ

漬

ｎ
ｆｃ
Ｆｔ

γ
Ｍ

ｊ

at

ats

σ y

σ ys

α l

α2

d

ds

主筋断面積
スラブ筋断面積

主筋降伏点強度
スラブ筋降伏点強度

主筋降伏点強度の割増 し値

スラブ筋降伏点強度の割増 し値

主筋の圧縮縁か らの距離

スラブ筋の圧縮縁か らの距離

d.付着の検討方法は、せん断力より必要周長を求める方法と、必要付着長さを

算出する方法より選択 します。

必要周長

Σψ

Q

fa
j

引張鉄筋周長の総和

設計せん断力

許容付着応力度

応力中心間距離

上式で求 まった ψよ りb.に よ り決定 された本数 による周長が少 ない場合 は、

主筋本数を変更 しc.に よるせん断力を算定 しなお し再度 ここでの検討を行 い

ます。

faネ j
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必要付着長 さ

σ ttta

ld =       +j
O.8拿 faホ  ψ

付着長 さ

引張鉄筋 1本 あた りの引張応力度 (=ftと す る)

主筋 1本 あた りの断面積
主筋 1本 あた りの周長

e.せん断補強 は、下式 に示す方法 によ り検討 します。

許容せん断力

QA = bネ j( αネFs+0.5拿wft(pw-0.002))

かつ   1≦ α≦ 2

M

―

+1
0拿 d

あばら筋間隔

aw

blpw

は りの許容せん断力

は り幅

は りの有効せい

応力中心間距離

設計モーメン ト

設計せん断力
コンク リー トの許容せん断応力度
あば ら筋のせん断補強用許容引張応力度
あば ら筋比

あば ら筋間隔
1組 のあば ら筋断面積

算定計算の場合のpt,pwま たは、検定計算 (1)の 場合のpwの 下限,上限値 は、ルー
トまたは入力値 によ り決定 され、pwが下限値 に満たな場合は下限値 とし、pt,pwが
上限値を超えた場合 は、 メ ッセー ジが出力 されます。

算定計算の場合のptの 最低値 は、ptが 長期応力によ り決定 され る場合 は、4/3倍
と下限値を比較 し小 さいほうと し、短期応力によ り決定 されま場合 は、求め られたpt

と します。また、圧縮側の鉄筋比 は、 γによ り決定 され ます。

ｌｄ

σ

ａ

ψ

Ａ

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
ｓ

Ｉ́
　
ｗ
　
　
　
ｗ

ｎ
‥

‥

ｌ

Ｊ

Ｍ

Ｑ

ｆ

ｗ

ｐ

ｘ

ａ
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0)SRC造 は り

a.計算位置および設計応力は 「12)RC造 は り」 a.と 同 じと します。

SRC造 は りの算定計算 は、設計応力か ら指定 された鉄骨部分 (S部 分 )の
曲げ耐力を差 し引いた残 りを鉄筋 コンク リー ト部分 (RC部 分 )が負担す ると

して計算す る方法 (鉄 骨指定計算 )と 、設計応力か ら指定 された鉄筋の曲げ耐

力を差 し引いた残 りを鉄骨部分が負担す ると して計算す る方法 (鉄骨指定計算
)の 2種類 よ り選択 します。

検定計算 (1)ま たは検定計算 12)を 指定 している場合 は、 S部 分の耐力 とRC部
分の耐力を足 した耐力によ り計算 されます。

鉄骨指定計算

rM  ==  M ― sM

sM = sZネ sfb(充 複材 )

sM = satネ sjネ sft(非 充複材 )

鉄筋指定計算

sM  =  M ― rM

sZ = sM/sfb

各設計モーメ ン ト

RC部 分負担モーメ ン ト

S部 分負担モーメ ン ト

欠損を考慮 した断面係数

鋼材許容曲げ応力度

鋼材許容引張応力度

引張側弦材断面積

弦材重心間距離

b.RC部 分主筋の計算 は、 「(a RC造 は り」 b.と 同 じ方法で行 います。

c.設計せん断力は下記のように求めます。

RC部 分の短期設計用せん断力

Σ rMy

rODl= rOL +―――――    ………………(1)

Lo

rOD2= 2(0-soD)    ……・・・………(2)

rOD3=口 in(rQDl,『 QD2)  ……・・‐………(3)

「Md        Σ FMy

rOD4=‐――― QLo+¨――――  ……・・・………(4)

M               Lo

「Md

rOD5=―――― (QLo+2拿 QE)… …・・・………(5)

M

rOD6=min(rOD4,『 QD5)  ……・・・………(6)

Ｍ

Ｍ

Ｚ

ｆ

ｆ

ａ

・
Ｊ

Ｍ

ｒ

Ｓ

Ｓ

ｓ

Ｓ

Ｓ

ｓ
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RC部 分の設計曲げモーメン ト

S部 分の設計曲げモーメ ン ト

rMd + sMd
RC部 分の終局曲げモーメン ト

せん断用 スパ ン長 さ

RC部 分長期せん断力
S部 分短期設計せん断力

単純ば りと したときの長期せん断力

地震時せん断力

長期設計用せん断力

sMd

sQL = 
一

 QL
M

「Md

rOL == ―………― QL

M

S部 分短期設計用せん断力

sQD= Σ sMy/QL (1)～ 0)の 決定方法の場合

sMd

sQD=一 一― (QLo+QE) に)～ 17)の 決定方法の場合

M

RC部 分終局曲げモーメ ン トは 「(21 RC造 は り」 と同 じ方法で行 います。

d.S部 分 はH形鋼 ,BH形 鋼 またはラチス材の 3種 類の形状が使用で き、端部

と中央で異 な った形状を使用す ることがで きます。

e.鉄骨 とコンク リー トの付着および鉄筋 とコンク リー トの付着 については、検

討を行 いません。

f.せん断補強については、下記に示す方法によ り検討 します。

S部 分の許容せん断力

sQA= tw tt h‖ 拿sfs

sOA= Fd tt sinθ

rMD

rQD7= 
一

 Q

M

……………… (7)

鉄骨部分許容せん断力

ウェプ厚

ウェプせい

ウェプの許容せん断力

斜材の許容軸力

斜材の角度

sQA

tw

h‖

sft

Fd

θ
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RC部 分の許容せん断力

rQA ==  口in( rOAl,『 QA2 )

rOAl= btrj拿 (α ネfs+0.5拿 wftt,w)

b'

rOA2= bttriネ (2-― fs+wfttpw)
b

4

α =        かつ  1≦ α≦ 2

M

-一 一 ― +1
0ネ rd

RC部 分許容せん断力

は り幅

は り有効せい

応力中心間距離
コンク リー トの許容せん断応力度

あば ら筋の許容引張応力度

あば ら筋比

設計モーメ ン ト

設計せん断力

t>ll bffi1,1ffi

&ll'

 _
btPw

1組 のあば ら筋断面積

sQし ,sQDが sQAを 超えた場合、 または pwが上限値を超えた場合 は、メ ッセ

ージが出力 されます。

ｕ^

　

　

．ｄ

・Ｊ

ｓ

ｆ

　

ｗ

ｒ

ｂ

ｒ

ｒ

ｆ

ｗ

ｐ

Ｍ

Ｑ
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g.鉄 骨部分の継手 は、 フランジで曲げをウェプでせん断を伝達す るもの と して

計算 します。

添板 は全て SS400と し、使用で きる高カボル トは「(1)S造 は り」 d。 と同
じと します。

フラ ンジボル ト本数

MJD

H'本 RF

RF = 2ネ fσ bホ faネ 1.5(2面 摩擦 )

sMd

MJD= Y(― ―― Mo+ν j‡ sMJ)か つ Yネ ンjネ SM 以下
M

sM = sZ*F

NF :フ ラ ンジボル ト本数
RF :高 カボル トの許容摩擦耐力

fσ b:高 カ ボル トの長期応力に対す る許容応力度
fa :高 カボル ト1本 あた りの断面積
h' :フ ランジ重心間距離
sZ :断 面係数
Mo :単純ば りとした時の継手位置の長期モーメ ン ト
sMJ :応 力勾配を考慮 した継手位置の鉄骨モーメ ン ト
F :鋼 材の基準強度
Y    : SS400  0.59    SM490  0.66
νj  : SS400  1.2     SM490  1.1

フラ ンジ添板 の計算

JMA ==  ACF ネ H'

ACF= (b'一 BA*n) ‡Ftl+(b''ネ 2-BAネ n)ネ F12

1添 板許容曲げモーメ ン ト

添板有効断面積
フラ ンジ重心間距離

外側添板厚

内側添板厚

外側添板幅

内側添板幅
ボル ト穴直径
ボル ト配列 による係数   1列  n=2

千鳥 n=2.9
2列  n=4

」MD〉 JMAと な る場合 は、メ ッセー ジが出力 されます。

*2.4

JMA

ACF
H'

Ftl

Ft2
b'

b''

BA

n
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ウェプボル ト本数

NW = OJD/RW

RW = 2拿 f σ bttfa拿 1.5 (2面 摩擦 )

Q」 D E=  sQD

sMd         Σ sM

sQD= Y(― ―-00+ν j 一―― )か つ Y*ν jネ sQA 以下

NW :ウ ェプボル ト本数
RW :高 カボル トの許容摩擦耐力
Oo :単 純ば りと したときの継手位置の長期せん断力
Lo :せ ん断用 スパ ン長 さ

ウェプ添板の計算

JQA=ACW拿 2.4イ 3

ACW=((■ W-1)ホ P2+a拿 2-BA‡ nW)*Wt

JQA:添 板許容せん断力
P2 :ボ ル トビッチ
a :ボ ル ト端あき
Wt :ウ ェプ添板厚
nW :ボ ル ト段数

JQD〉 JQAと なる場合 は、メ ッセー ジが 出力 され ます。
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に)S造 柱

a.計算位置は柱脚 ,柱頭の 2ヵ 所 と し、計算応力は 「(1)S造は り」に準 じま

す。

鋼管および リップみぞ形鋼の断面性能は、全断面有効 と して計算 します。

H形鋼 ,角 形鋼管等の断面性能は、幅厚比による低減を考慮 した有効断面性

能 と します。また、 H形鋼の場合 は、ウェプ材を曲げに対 して無視す ることも

可能です。

溶接作業条件が 12)の 場合 は、求 め られた許容応力度に0.9が掛 け られます。

スモーメン ト

図 4.21S造柱断面計算

b.各 位置での曲げ応力度 ,圧縮応力度を算 出 し、許容応力度 によ り安全性を検

討 します。せん断力についてのチェ ックは行 いません。

曲げ

鋼管以外のとき

σb= M/Z

鋼管のとき

σb=碑 M2+YML2/z(x方 向)

σb=1/YM2+xML2/z(Y方 向)

σb/fb ≦ 1 ……・・・… OK

900
fb =一 一―   ただ し、  fb≦ ft

ibホ H

Af

各位置での各設計モーメン ト

X方 向設計モーメン ト

Y方向設計モーメン ト

X方 向長期モーメン ト

Y方 向長期モーメン ト

断面係数

圧縮 フラ ンジ支点間距離

部材せい

フランジ断面積

許容引張応力度

許容曲げ応力度 (ボ ックス型断面形状の場合 fb=ft)

ン ト

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

　

ｂ

　

ｆ

ｔ

ｂ
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軸 力

σ C

σ C

／

　

≦
一
　

ト

一一
　

／

An

l   ・・―̈ ・̈・-  OK

O,48(λ /A)2)拿 F

fc =

fc =

A =

ν

0.277 = F

(λ /A)2

(λ ≦Aの とき)

(λ ≦Aの とき)

2      λ

十
一

 (― )2

3   A

/1

N

An

fc

F

λ

A
E

lk

1

曲げ,軸 力の組み合わせ

長期

鋼管以外の とき

Lσ c  X Lσ b+Y Lσ b

―

+

LFc

鋼管 の とき

Lσ c

―

+

Lfc

Lfb

各位置での各設計軸方 向力

断面積

許容圧縮応力度

基準強度

圧縮材の細長比

限界細長比

ヤ ング係数

座屈長 さ (入 力値 または内部処理  内部処理 は 「 S
塑性」6.5柱の座屈長 さの水平移動が拘束 されない

場合の処理 と します。 )

断面二次半径

３

一

２

　

ｌ ｋ

一一　

　

　

〓

≦ 1  ………… OK

Lσ b

―――――≦ 1  …・……・ OK
Lfb
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短期

鋼管以外の とき

X方 向

X Dσ c  X Dσ b+Y Lσ b

―

   +

Dfc
≦ 1  ………… OK

Dfb

Y方向

Y Dσ c  Y Dσ b+X Lσ b

―

   +

Dfc

鋼 管 の とき

X方 向

≦ 1  ………… OK
Dfb

X Dσ c  X Dσ b

―

 +―――― ≦ 1  -… …… OK
Dfc        Dfb

Y方 向

Y Dσ c  Y Dσ b

―

 +―――― ≦ 1  ………… OK
Dfc        Dfb

曲げ,軸 方向力,組み合わせにおいて、 1を 超え る場合はメ ッセー ジが出力
されます。

c.継手および仕 回の計算 は行 いません。

一　

　

　

　

一

ト
ー
ｌ
ｉ
ｔ
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幅)RC造 柱

a.計算位置 は柱頭 ,

ます。

断面計算方法 は、

柱脚の 2ヵ 所 と し、計算応力は 「(a RC造 は り」に準 じ

算定計算 ,検 定計算 (1),検 定計算 12)よ り選択で きます。

ン ト

フェイスモーメ ン ト

剛域端モーメン ト

図 4.22 RC造柱断面計算

算定計算  :設 計応力よ り必要鉄筋比を算定す る計算、鉄筋が指定 されてい
る場合は、指定本数 よ り算定結果が少 ない場合 は、指定本数 と

して計算

検定計算 (1):指 定 された主筋本数 によ り許容モーメ ン トを算定 し、設計モー

メ ン トに対 しての安全性を確認 し、設計せん断力によ り必要せ
ん断補強筋 を計算

検定計算 (21:指 定 された主筋本数およびせん断補強筋形状 によ り許容 モーメ
ン ト,許容せん断力を算定 し、設計モーメ ン トおよび設計せん

断力 に対 しての安全性 を確認

b.短 期地震時の計算での軸力は下記 2ケ ースを扱 います。

NDl= NL+NS+NK
ND2=NL+NS― NK

NL :長 期鉛直時軸力

NS :地 震時積雪軸力

NK :地 震荷重時軸力

c.主筋の計算は、下記 に示す式を用 いて計算 します。 (RC規 準  15条 )

図 4.23柱 主筋計算

阿
Ｌ

-85-



偏心 荷重 を うけ る柱 の許容 軸方 向力 は下式 の うち、 いずれ か小 さい ほ うによ

る

Sn

Nl =― Fc

Xn

Sn

N2  = 一――――――一― rFc

n拿 (xn― dc)

Sn

N3  =               ft
n拿 (D― dt― xn)

D           In
xn―

一
+e =― 一一

2            Sn

前記 にお いて、 と くに断面 内に引張 を生 じな い場 合 の許 容圧縮 力 は下 式 の う

ち、 いず れか小 さい ほ うによ る

Ig             D

e ≦        +― ― ―gの 場 合

Ae(D― g) 2

fc

l      g+e― D/2

-+―
g

Ae        lg

rfc

N2   =

l   g+e― D/2

n(― +―   (g― dC))
Ae        lg

各断面 における Ae,g,Ig,Sn,Inは 、下記 による。ただ し、断面内に引張応力

を生 しない場合は

Sn = Ae(xn― g)

In = Ig+Ae(xn― g)2

とす る。

Ae = (1+n拿 (pc+pt))ホ b‡ D

1/2+nttpcttdcl+ntpt拿 (1-dtl)

1+n3(pc+pt)

Ig = ((1/3-gl+812)+ntpc拿 (gl― dcl)2+ntptネ (1-81~dtl)2)ホ bttD S

Sn = (x■ 12/2+n3pc拿 (xnl― dCl)― o‡ pt拿 (1-dtl― xll))ホ b‡ D'

In = (xn13/2+n tt p c‡ (■ 11-dCl)2_n3ptホ (1-dtl― xnl)2)拿 bネ D3

81 = g/D
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dcl ==  dc/D

dtl= dt/D

x■ 1 = Xn/D

Sn

In
Ae

Ig
I
e

fc
rfc
n

xn
pc, pt

中立軸 に関す る有効等価断面の一次モーメン ト

中立軸 に関す る有効等価断面 の二次モーメ ン ト

等価断面積

等価断面の重心 に関す る二次モーメ ン ト

等価断面の重心 と断面の最大圧縮応力度を うける縁

との距離

偏心距離
コンク リー トの許容圧縮応力度

鉄筋の許容圧縮応力度

ヤ ング係数比

圧縮縁か ら中立軸までの距離

鉄筋比

QEの割増 し値

QUの割増 し値

はりまたは柱の終局曲げモーメ ン ト

せん断用階高

d.短期設計用せん断力 QDは 、下記の 4種 類か ら選択で きます。

QDl= QL+nttQE (1)

QD2= αネ Σ My/Ho ……・・……… (2)

QD3= αネ Σ My/Ho ……………… (3)
1端 をはりのΣMyxo.5,他端を柱のMyに より求めたQDと QD2と
を比較 し小さい方
ただ し、上または下に柱が無い場合は、0.5を 1.0と して計算

QD4= min(ODl,OD3)―・・・………… (4)

Qし  :長期荷重によるせん断力

QE :地 震荷重 によるせん断力

n

α

My

Ho

終局モーメ ン トは、下記の 2種 類の軸力によ り計算 します。

NDl =  NL + NS + α NttNE

ND2 ==  NL + NS ― α NttNE

ND≦ 0の とき

My = 0.8拿 attt α 18 σ yttD+0.4拿 ND tt D

O < ND ≦ 0.4拿 b tt Dネ Fc の とき

My = 0.88attt α l拿 σyネ D+0.5拿 NDtt D拿 (1-ND/bttDttFc)

0.4ホ bホ Dホ Fc < ND の とき

My = 0.8ネ at‡ αlネ σ yttD+0.12拿 bホ D2拿 Fc
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Nし

NS

NE

αN

α l

at

σ y

Fc

長期鉛直時軸力

地震時積雪軸力

地震荷重時軸力

地震荷重時軸力割増 し値

主筋強度の割増 し値

引張主筋断面積

主筋の降伏点強度
コンク リー トの設計基準強度

長期許容せん断力

短期許容せん断力

柱幅

柱有効せい

応力中心間距離 (=7/8d)
コンク リー トの許容せん断応力度

帯筋のせん断に対す る許容引張応力度

帯筋比

設計モーメン ト

設計せん断力

帯筋間隔

1組 の帯筋断面積

e.付 着 に対す る検討 は行 っていません。

せん断補強は、下記に示す方法により検討 します。

許容せん断力

QAL= b‡ jtt α ttfs

QAS= btt jホ (Fs+0.5拿 wFs拿 (pw― o.002))

か つ  1≦ α≦ 2

帯筋間隔

X    ==

M_ +1

Qrd

awlbtplv

QAL

QAS

b

d

j
fs
nrf s
plv

[{

a

x

alll
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16)SRC造 柱

a。 設計位置および設計応力 は「15)RC造 柱」 と同 じとします。

SRC造 柱の算定計算 は、設計応力か ら指定 された鉄骨部分 (S部 分 )の 曲

げ耐力を差 し引いた残 りを鉄筋 コンク リー ト部分 (RC部 分 )が負担す ると し

て計算す る方法 (鉄 骨指定計算 )と 、設計応力か ら指定 された鉄筋の曲げ耐力

を差 し引いた残 りを鉄骨部分が負担す るとして計算す る方法 (鉄 骨指定計算 )

の 2種 類よ り選択 します。

検定計算 (1)ま たは検定計算 (2)を 指定 している場合は、 S部 分の耐力 とRC部
分の耐力を足 した耐力によ り計算 されます。

柱軸力は、指定 によ り全て RC部 分が負担す る場合 と、 S部 分 とRC部 分が

負担す るもの と 2種 類 あ ります。 (鉄 筋指定計算以外 )

M≧ sMo の とき

N   =  rN

M   =  sMo + rM

M< sMo の とき

N   ==  rNo + sN

M   =  sM

sMo〓  sZ tt sfb

sN     sM
一 一 +― 一 = sfc
sA      sZ

設計軸方 向力

設計モーメ ン ト

RC部 分の許容圧縮力
RC部 分が圧縮力だけを うける場合の許容圧縮力

RC部 分の許容曲げモーメ ン ト

S部分の許容曲げモーメ ン ト

S部 分が曲げモーメ ン トだけを うける場合の許容曲

げモーメ ン ト

S部 分の断面係数

鉄骨の断面積

鋼材の許容曲げ応力度

鋼材の許容圧縮応力度

b.RC部 分の主筋計算 は 「に)RC造 柱」 と同 じ方法で行 います。ただ し、 fc

は下式 によ り低減 します。ただ し、鉄筋指定計算の場合は、低減 されません。

fc' = fc(1-15拿 spc)

spc :圧 縮側鉄骨比

Ｎ

Ｎ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

　

Ｚ

Ａ

ｆ

ｆ

Ｎ

Ｍ

ｒ

ｒ

ｒ

ｓ

ｓ

　

ｓ

Ｓ

ｓ

Ｓ
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c.RC部 分の短期設計用せん断力 rQD は下記の様に求めます。

rODl= Σ rMy/Ho       …………… (1)

rOD2=(rMllMy)/Ho      ………‐‐… (2)

rOD3= 2(0-sQD)      ………………(3)

rQD4= min(rQD2,rQD3)一一……… (4)

rMd

rOD5=―一一― (QO+2‡ QE) ………‐‐… (5)

M

rOD6= min(rQD2,「 QD5)………………(6)

rMd

rOD7= 
―

 Q

M

……………… (7)

RC部 分終局曲げモーメ ン ト

柱頭は り終局曲げモーメ ン ト×0.5、 ただ し、
の上 に柱が無 い場合は、0.5を 1.0と す る

柱せん断用階高

両端 を ピンとした時の長期せん断力

地震時せん断力

短期 S部 分設計せん断力

rMy

rMl

Ho

Oo

OE

sQD

柱 頭

短期荷重時 sQD

sQD= Σ sMy/Ho

sMd

sQD〓
一

   (QLo+QE)
M

(1)～ (4)の 場合

(5)～ に)の 場合

RC部分終局曲げモーメ

rN < 0 のとき

鉄骨短期許容曲げモーメ

鉄骨短期設計曲げモーメ

ン ト

rMy= 0.8ネ ratホ α lホ σ yttDネ (1+
2拿 ratネ α lネ σy

rN ≦ b*D*Fc の とき

rN

rMy = 0.8ネ rattt α lネ σyネ D + 0.5拿 rNtt D一―――――

bネ Dtt F c

rN < bネ DttFc の とき

rMy=0.4拿 D‡ (2ネ rat*α lホ σy+b tt Dホ Fc― rN)

Ｍ

Ｍ

ン

ン

-90-



柱幅

柱せい

主筋の引張鉄筋断面積

主筋の引張降伏応力度
コンク リー トの設計基準強度

RC部 分負担軸方向力

主筋強度の割増 し値

d.S部 分は H形鋼が使用で きます。

また、それ らの組み合わせによる形状 は、図 4.24に 示す形状が使用で きま

す。

跡
Ｉ

ｂ

Ｄ

ｒａ

σ

Ｆｃ

ｒＮ

α

向

Ｉ

目
中

4)旺

5凸T
―― 曲げ,軸 力有効断面

一―‐軸力有効断面

図 4.24S部分形状
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ウェプ材を曲げに対 して考慮の有無が指定可能です。曲げに対 して考慮 しな

い場合 は、軸力に対 して全て有効 とな ります。

柱脚部をRC造 として計算す る場合において、ア ンカー耐力が考慮で きます。

ア ンカー耐力は、入力値 と します。ア ンカー耐力が入力 されていない場合 は、

RC造 と して計算 されます。

e.鉄骨 とコンク リー トの付着および鉄筋 とコンク リー トの付着の検討 は行いま

せん。

f.せん断補強 については、下記 に示す方法 によ り検討 します。

長期許容せん断力

QA = (1+ β )ネ rQAL

「QAし = btt rj‡ κ‡Fs

b'/b≧ α/3 の とき κ=α

b'/b<α /3 の とき κ=3ネ b'/b

かつ  1≦ α≦ 2

M

一一一―+1
Qネ rd

tw tt si

β = 15拿

―

bネ rj

短期

rQAS= nin(rQASl,rQAS2)

rQASl= bネ rj拿 (fs+0.5*wft*pw)

b'

rQAS2= b tt r i*(2*― 一― ネFs+wft*pw)
b

鉄骨鉄筋 コンク リー トの長期許容せん断力

柱幅
コンク リー トの有効幅

柱せい

柱有効せい

応力中心間距離
コンク リー トの許容せん断応力度

帯筋の許容引張応力度

ウェプ厚 さ

弦材の重心間距離

帯筋比

Ａ

　

，

　

コ
‥

Ｊ

ｓ

ｆ

ｗ

ｊ

ｗ

Ｑ

ｂ

ｂ

Ｄ

ｒ

ｒ

ｆ

Ｔ

ｔ

ｓ

ｐ
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帯筋間隔

x  = aw/btt pw

x  :帯 筋間隔

aw :1組 の帯筋断面積

QAく QLと な った場合、および pwが上限値を超えた場合 はメ ッセージが出力

され ます。

g.鉄 骨部分の継手および仕 口は、計算 しません。
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ブ レース

a.設計軸力について下記によ り検討 します。

圧縮軸力

σC=

σC/

fc =

fc =

A =

λ  =

引張軸力

σt=

σt/

1   ‐̈―‐・̈ ‐…… OK

O.4ホ (λ /A)2)ホ F

／

　

≦
一
　

１̈

ν

0.277 拿 F

(λ /A)2

2      λ
__(_)2

3   A

l

N/A

ft ≦ 1  …‐…・…‐……OK

(λ ≦Aの とき)

(λ ≦Aの とき)

３

一

２

　

１ ｋ

Ｎ

Ａ

Ｆｃ

ｆｔ

Ｆ

λ

Ａ

Ｅ

ｌｋ

ｉ

設計 ブ レース軸力
ブ レース断面計算用断面積
ブ レースの許容圧縮応力度
ブ レースの許容引張応力度
ブ レースの基準強度
圧縮材の細長比

限界細長比

ヤ ング係数

座屈長 さ

断面二次半径
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耐力壁

a。 設計せん断力にて下記 によ り検討 します。

耐力壁の許容水平せん断力

QA  =

Ql =

02 =

γ   =

γ l =

ala x ( Ql,02 )

γネtネ し拿fs

γ‡(QW+Σ QC)

min( γl,γ 2)

1-Lo/L

Hoネ Lo

γ2= 1-
H*L

Qw = pS‡ t拿 し'*ft

oc = 1.5*bホ jネ fs

壁筋間隔

asltlps

壁厚

柱中心間距離
は り中心間距離

壁の内法長 さ

壁の内法高 さ

開口部の長 さ

開口部の高 さ

せん断補強筋比
コンク リー トの短期許容せん断応力度

壁筋の短期許容引張応力度

柱幅

柱応力中心間距離

壁筋 1組 の断面積
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b.開 口部があ る場合は、下記 によ り開口補強を求 めます。ただ し、開 口部が 2

個以上存在す る場合 は、全ての開 口をチェ ック し最大値を求 めます。

開 口 ぐう角部の付加斜張力

Ho + Lo
Td =       *Q

2* 2 ネ L

開 口 ぐう角部の鉛直縁張力

Ho

Tv=一 一 一 一 ホ Q

2ネ (L― Lo)

開 口 ぐう角部の水平縁張力

Lo        H
Th=一

一 一 ―
拿

一
拿 Q

2ネ (H― Ho)  L

Q :耐 力壁の設計せん断力、ただ し、その値が 01を 超

過す る場合は 01ま たは γ Qwの うら大 きいほうの値
とす る。Qと して γ Qwを とる場合 は H,Lを それぞれ

H',L'と 置 き換え る。

上記、応力を もとに開 口部補強筋を算定 します。
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18 斜め軸 に関す る計算

斜 め軸に関す る計算方法を以下 に示 します。

(1)荷重項の計算

各 自重 による計算は、 「4.3荷重項の計算」に準 します。
床荷重を割 り振 る方法 は、図 4.25の よ うに角度の 2等 分線を用 います。ただ し、

「P-42 スラブ形状 (そ の他 )」 を使用 した場合は、図 4.25の よ うに処理 され ま

す。
また、斜 め軸上の壁および大 ば りのスパ ン長 さは、斜 め軸 にそ った正味の値 と し

て計算 します。

(1方 向版 ) (2方 向版 )

(ス ラブ形状 (そ の他))

図 4.25床 荷重の伝達方法

斜 めフ レームに取 りつ く片持 ちスラブおよび片持 ちば りの荷重項の計算 は、入力
したデータにて計算 します。従 って、角度 による調節等 は行 いません。

(21 壁の取 り扱 い

斜めフレームに配置 した壁の各計算方法 は、一般壁 に準 します。

′
‘
，
，
，
′
，
・

無視 され る
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13)剛性計算

斜めフ レームのせん断力分布係数 D値 は、

た D値 にcos2 θ倍 した値 と します。ただ し、

す。

図 4.26の よ うに斜 め フレームで求め

フ レーム と直行方向の剛性 は無視 しま

図 4.26斜 めフ レームの剛性

この D値 を もとに斜めフ レームが負担すべき地震力を求 め、斜 めの方 向の応力計

算 は、それを 1/cos θ倍 して計算 します。

“

)壁 量計算

壁量 はそれぞれの壁の斜めの壁面積をcos2 θ倍 して計算 します。
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１
　

セ
　

０

斜め柱 (セ ッ トパ ック)に 関す る計算

トバ ックに関す る計算方法を以下 に示 します。

荷重項の計算

斜め柱 に取 りつ く壁の荷重伝達方法 は、図 4.27の よ うにな ります。

その他の壁の伝達方法は、 「P-32 壁形状 (CB,ALC等 )」 によ ります。

RC造 壁

その他の壁

図 4.27壁 荷重の伝達方法

斜め柱の荷重項

壁荷重 ,柱 自重 による柱の荷重項の計算 は行いません。

壁の取 り扱 い

a.耐 力壁 と しての判断は上下のスパ ン長 さの平均を使用 し判別 します。また、

壁量等 も平均の長 さを使用 します。

b.腰 壁等 による柱 ,は りの剛性,剛域計算は、一般壁 に準 じて計算 します。

斜め柱の剛性

斜め柱の剛性 は、長 さを斜 めの長 さとし、入力 した柱断面 にて計算 します。

-99-



20 斜めば り (傾 斜ば り)に 関す る計算

傾斜ば りに関す る計算方法を以下 に示 します。

(1)荷重項の計算

a.床 の固定荷重 ,は り自重 は、傾斜を考慮 し計算 します。

b.壁 の荷重の伝達方法 は、図 4.28の ようにな ります。
その他の壁の伝達方法は、 「P-32 壁形状 (CB,ALC等 ) 」 によ ります。

RC造 壁

その他の壁

図 4.28壁 荷重の伝達方法

壁の取 り扱 い

a.耐力壁 と しての判断は左右の階高の平均を使用 し判別 します。

b.腰 壁等 による柱 ,は りの剛性,剛域計算 は、一般壁 に準 じて計算 します。

13)斜 めば り剛性

斜めば りの剛性 は、長 さを斜めの長 さとし、入力 したは り断面 (材 軸に対 して垂
直)に て計算 します。

-100-
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地震時水平力

地震時水平力作用位置 は、下記に示す箇所 とします。

柱有 り              柱無

図 4.29地 震時水平力作用位置
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21 仮定層 (中 間階 )に 関す る計算

仮定層 に関す る計算方法を以下 に示 します。

(1)荷 重項の計算

a.床 荷重 ,は り自重等の荷重計算および応力解析 は、一般層 に準 して計算 しま

す。

b.地 震時層せん断力の計算方法 は、仮定層の重量を上下層 に振 り分 け仮定層を

無視 した状態で Ai分布を算 出 し、地震層せん断力係数を求めます。

ただ し、一貫計算 (構造計算書作成 )と して使用す る場合 は仮定層の重量 は

全て上層に加算 し計算 します。

12)剛性計算

地震時せん断力分布係数 (D値 )に ついて も、仮定層を無視 し 1階 と しての D値
を求め地震力の分担 ,偏 心率 ,層 間変形角 ,剛 性率等を算 出 します。

ただ し、 D値 を求 める際の フ レームの形状 と しては、仮定層を考慮 し解析を行い

ます。

ω)応 力計算

a.長期 ,積雪 ,風の応力解析 は、一般層 に準 じて計算 します。

b.地 震の応力解析 は、仮定層の重量を振 り分けた状態で計算 します。

注意 :仮定層 として使用で きる範囲は、下記を満足す るもの と します。

・ 仮定層 と指定 した造の上下階の構造形態 は同一 とします。

耐力壁
一一一一一̈
一一一

不 可

①と②との剛性の差が小さい
③と④との剛性の差が小さい

―仮定層

図 4.31仮 定層制限

―仮定層

可

図 4.30仮 定層制限

・ 仮定層の上下での剛性の変化す る割合が小 さい

―仮定層
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。仮定層の重量が一般層 と比較 して大差がない
。仮定層の床面積が建築面積 に対 しての割合が小 さい (約 1/8以 下 )

上記を満足 しないで使用 した場合 は、計算結果が不適当な状態が起 こります。

仮定層が連続す る場合 において も、上記を満足す るもの とします。
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.22 柱抜 けに関す る計算

柱抜けに関す る計算方法 を以下に示 します。

は り荷重項の計算 は、通 り軸か ら通 り軸 (1ス パ ン)単位で等価節点荷重を計算 しま

す。応力計算後 は、図 4.32の ようにな ります。

平面解析の場合には、図 4.33の ような場合は、計算結果が不適 当 とな りますので、

適切に追加荷重等を使用 し補正を行 って ください。 また、は りがは りに架か る場合 は、

適切 な支点を設定 して くだ さい。 (図 4.33通 り軸 B)
立体解析の場合 は、追加荷重および支点の設定 は必要 あ りません。

通 り軸 通 り軸 通 り軸 通 り軸 通 り軸

等価節点荷重 応力計算後

図 4.32は り応力

通 り軸 C

通 り軸 B

通 り軸 A

通 り軸 1 通 り軸 2  通 り軸 3

図 4.33不 適当な平面形状

平面解析の場合、通 り軸 Bの 応力計算 については、 1の 節点 に支点 を設定 し応力解析
を行えば問題 は、有 りません。 (例 えば鉛直荷重時は ピン支点 ,水平荷重時はローラー

支点 )

通 り軸 1の 応力解析を行 う場合に、解析方法が平面 フ レームであるために 2の 節点の

重量が、反映 され ません。 この場合、追加荷重等を使用 し補正す る必要があ ります。

通 り軸
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